


は じ め に 

 

 静岡県では、昭和54年に大規模地震対策特別措置法に基づく地震防災対策強化地域に指

定されて以来、「静岡県建築構造設計指針･同解説」等により建築物等の地震に対する安全

性の確保に努め、30年が経過しました。この間、平成７年の兵庫県南部地震をはじめとし

て、日本各地において大規模な地震が発生し、そのたびごとに建築物の耐震性の確保の重

要性が繰り返し指摘されています。 

 また、平成17年には構造計算書偽装問題が発覚し、建築物の構造安全性に対する信頼が

大きく損なわれることになりました。さらに、その後行われた構造計算書の再点検作業に

おいても不適切な設計が行われている事例が数多く発見されました。このため、建築基準

法における構造関係規定の大幅な見直しが行われるとともに、新たに、一定規模以上等の

建築物については構造計算適合性判定制度や構造設計一級建築士による法適合チェックの

義務化が追加されるなど、確認審査の厳格化や設計の適正化が図られてきました。さらに

は、今後、木造建築物の建築確認審査の特例制度の見直しも予定されています。 

 

 このような背景を受け、以下の方針により旧指針（2002年版）の改訂を行いました。 

（1）改正建築基準法（平成19年６月20日施行）関連規定、2007年版建築物の構造関

係技術基準解説書との整合を図る 

（2）木造建築物については、解説等内容を充実する 

（3）改正宅地造成等規制法等に関連する内容を追加する 

 

東海地震の切迫性が叫ばれている中、構造設計を行う際はこの指針を活用され、県内建

築物のより一層の耐震性向上にお役立ていただければ幸いです。 

 最後に、改訂作業を進めるにあたり、（財）日本建築防災協会のＳＰＲＣ委員会（委員

長：岡田恒男 日本建築防災協会理事長）内に設置された「静岡県建築構造設計指針改訂

検討部会」の諸先生方（別記）には懇切丁寧な御指導をいただきました。 

 また、社団法人静岡県建築士事務所協会の皆様にも、改訂作業に多大な御協力をいただ

きました。指針改訂に御協力いただきました皆様には、ここに、厚く御礼申し上げます。 
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割れ等に注意しなければならない。これまでの試験結果から、土の有効摩擦角に対して、ヤーキィーが提

案した式が概ね良い近似を示すことが確認されている。土の内部摩擦角（有効応力に関する値）が30度を

超えると考えられる砂、礫及びこれらを含む土質については、通常使用されている 0.5 としても良い。 

２ 建築物の部分(地下壁など)の短期地震時設計用土圧は、地震時主働土圧に地下部分を含む建築物慣性力

を加えた値(Wk)から、基礎底面での抵抗力 Wp（直接基礎の場合には、底面摩擦抵抗力、杭基礎の場合には、

基準変位時：１cmの時の杭の水平抵抗力）を差し引いた値（Wk-Wp,<0 の場合は０）とし、静止土圧を下回

る場合には静止土圧とする。また、地震時受働土圧による反力 Rpを超える場合は、Rpとする。なお、設計

震度は、0.2×Zs・I とする。 

３ 建築物が偏土圧を受ける場合は、耐力壁、柱、耐力壁以外の壁の水平断面積の各ルート適合判定式や必

要保有水平耐力に土圧による水平力を加える。土圧は地震時主働土圧とし、設計震度は、0.35×Zs・Iとす

る。 

 また、地盤が緩い砂地盤である場合を除き、根入れが十分な場合には、抵抗力として前面の地震時受働

土圧を考慮しても良い。 

 

・地震時主働土圧 

ただし、90゜≦δ＋θ となる場合は適用できない。 

また、φ－β－θ ＜ ０ となる場合には、φ－β－θ＝０として計算する。 

ωAE : 地震時主働土圧力度 (kN/㎡) 

ＰAE : 地震時主働土圧力 (kN/ｍ) 

ＫAE : 地震時主働土圧係数 

Ｋh : 設計震度 

γ : 背面土の単位体積重量 (kN/ｍ3) 

ｈ : 地表面から、土圧力度(又は土圧力)を求めようとする位置までの深さ (ｍ) 

ｑ : 単位斜面面積あたりの等分布荷重 (kN/㎡) 

β : 構造物背面の地表面が水平面となす角 (°) 図中矢印の方向を正とする。 

φ : 背面土の内部摩擦角 (°) 

δ : 構造物背面と土との摩擦角又は仮想背面における摩擦角 (°) 

                        図中矢印の方向を正とする。 

地下水面以下の場合は、上記γは水中単位体積重量γ’、θはθ’と読み替える。 
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図２．４－１ 地震時主働土圧 

 

・地震時受働土圧 

 

ただし、φ＋β－θ ＜ ０ となる場合には適用できない。 

ωPE : 地震時受働土圧力度 (kN/㎡) 

ＰPE : 地震時受働土圧力 (kN/ｍ) 

ＫPE : 地震時受働土圧係数 

φ : 背面土の内部摩擦角 (°)  φ≦30° 

そのほかの記号は全て地震時主働土圧に同じ。 
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図２．４－２ 地震時受働土圧 





2 - 8 

２  限界耐力計算における地震力 

(１)損傷限界時のｉ階の地震層せん断力係数Ciは、（２．５－５）式から（２．５－７）式により計算する

ものとする。 

 

� � CoMudM
mj

mjBdj
Ci N

ij

N

ij ��
�

 
¦
¦

 

  （２．５－５）式 

� � � �MMudSoGsIZsCo ���� 1  （２．５－６）式 

 

ただし、地階を除く階数が 5以下の場合は、（２．５－６）式の Coを使用して、 

CoAiCi �  （２．５－７）式 

とすることができる。 

この式において 

Bdj  ：損傷限界時におけるｊ階に生じる加速度の分布係数 

mj  ：第ｊ階の質量 

M  ：全質量 

Mud  ：建築物の損傷限界における有効質量 平成 12年告示第 1457 号による 

Zs  ：静岡県地震地域係数 ２．５．２の規定による 

I  ：用途係数 ２．５．３の規定による 

Gs  ：表層地盤による加速度増幅率 平成 12年告示第 1457 号による 

1So  ：損傷限界時における工学的基盤の応答加速度スペクトルで以下の表２．５－１による 

Td  ：建築物の損傷限界固有周期 平成 12年告示第 1457 号による 

Δd ：建築物の損傷限界時の代表変位 平成 12年告示第 1457 号による 

Qd ：建築物の損傷限界耐力 平成 12年告示第 1457 号による 

 

表２．５－１  損傷限界時における工学的基盤の応答加速度スペクトル（単位：m/s2） 

Ｔd＜0.16 So1＝0.64＋6Ｔd 

0.16≦Ｔd＜0.64 So1＝1.6 

0.64≦Ｔd Td
So 024.11   
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(２)安全限界時のｉ階の地震層せん断力係数Ciは、（２．５－８）式から（２．５－１０）式により計算す

るものとする。 
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¦
¦

 

  （２．５－８）式 

� � � � FhMMusSoGsIZsCo ����� 2  （２．５－９）式 

 

ただし、地階を除く階数が 5以下の場合は、（２．５－９）式の Coを使用して、 

CoAiCi �  （２．５－１０）式 

とすることができる。 

 

この式において 

Bsj  ：安全限界時におけるｊ階に生じる加速度の分布係数 

mj  ：第ｊ階の質量 

M  ：全質量 

Mus  ：安全限界における有効質量 平成 12年告示第 1457 号による 

Zs  ：静岡県地震地域係数 ２．５．２の規定による 

I  ：用途係数 ２．５．３の規定による 

Gs  ：表層地盤による加速度増幅率 平成 12年告示第 1457 号による 

2So  ：安全限界時における工学的基盤の応答加速度スペクトルで以下の表２．５－２による 

Fh  ：振動の減衰による加速度の低減率 平成 12年告示第 1457 号による 

Ts  ：建築物の安全限界固有周期 平成 12年告示第 1457 号による 

Δs ：建築物の安全限界時の代表変位 平成 12年告示第 1457 号による 

Qs ：建築物の安全限界耐力 平成 12年告示第 1457 号による 

 

表２．５－２  安全限界時における工学的基盤の応答加速度スペクトル（単位：m/s2） 

 

 

 

 

 

 

Ｔs＜0.16 So2＝3.2＋30Ｔs 

0.16≦Ｔs＜0.64 So2＝8 

0.64≦Ｔs Ts
So 12.52   

 

（解 説） 

２  限界耐力計算は、地震動による建築物の応答を、応答スペクトル法を基本として求め、その応答値が建

築物の耐力（強度と変形）以下になっていることを確認するものである。したがって、限界耐力計算にお

ける計算手順は、許容応力度計算のように設計用地震力が与えられ、それに対して断面を算定していくも

のではないが、便宜的に結果として得られる地震力（応答値）を許容応力度等計算と同様の形式で表現す

ると本文のようになる。 

 なお、本指針では保有水平耐力計算等と同様に静岡県地震地域係数（Zs）及び用途係数（Ｉ）により、

地震層せん断力係数を割り増す。 

 =  2 Mus Qs
s

S
'
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（１）地下外壁に作用する水圧 

ｈＰｗ ＝ γw （ｚ－Ｈ） （２．６－１）式 

ｈＰｗ ：地下外壁に作用する水圧 

γｗ ：水の単位体積重量 

ｚ ：地表面から水圧を求める位置までの深さ 

Ｈ ：地表面から地下水位までの深さ 

（２）基礎底面に作用する浮力 

ｖＰｗ ＝ γw （ｚ－Ｈ） （２．６－２）式 

ｖＰｗ ：基礎底面に作用する浮力 

γｗ ：水の単位体積重量 

ｚ ：地表面から浮力を求める位置までの深さ 

Ｈ ：地表面から地下水位までの深さ 

 砂質土地盤が液状化した場合、過剰間隙水により浮力が発生し、地下外壁の側面摩擦、杭上部の周面摩

擦等が期待できなので注意する。 

 

２ 温度変化によって大きな伸縮の生ずる長大建築物、大スパン建築物及び建築物内で温度変化の大きい冷

凍倉庫、蓄熱層、サイロや煙突等では、温度分布状態を設定し、部材の諸特性に応じた温度応力を考慮す

る必要がある。 

３ 土砂災害特別警戒区域内において居室を有する建築物は、土砂の崩壊等に対し安全なものとする。土砂

崩壊による土石等の移動による衝撃力と高さ、土砂崩壊による土石等の堆積による土圧と高さ、土石流に

よる衝撃力と高さ、地滑りによる土石等の堆積による土圧と高さに関し、土砂法の規定により県知事が地

域ごとに定めているのでその値を用いて計算する。令第80条の3、平成13年告示第383号を満足した構造と

する。 

４ 津波避難ビルは、「津波荷重と津波避難ビルの構造設計法について」（(財)日本建築センター）に基づ

き設計する。設計用浸水深さは、静岡県が発表している第３次地震被害想定 推定津波浸水域図を参考に

決定する。なお、避難階における避難時に想定する床の積載荷重も適切に考慮して設計する。以下に津波

荷重に関する式を示す。 

（１）津波波圧算定式 

 構造設計用の進行方向の津波波圧は、下式により算定する。 

)3( Zgqz � ηU  （２．６－３）式 

 

qz  ：構造設計用の進行方向の津波波圧（ｋＮ／㎡） 

U  ：水の単位体積重量 （ｔ／ｍ３） 

g  ：重力加速度（ｍ／ｓ2） 

η ：設計用浸水深（ｍ） 

Z  ：当該部分の地盤面からの高さ（０≦Ｚ≦３η）（ｍ） 



2 - 14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２．６－１ 津波波圧算定 

 

（２）津波波力算定式 

`^ )1Z1Z6()2Z2Z6(gB
2
1

dz)z3(gBQz

22

2Z

1Z

��� 

� ³
ηη　　

η

U

U

 （２．６－４）式 

 

Qz  ：Z1～Z2間の構造設計用の進行方向の津波波力（ｋＮ） 

B  ：当該部分の幅（ｍ） 

1Z  ：津波波力を算定する部分の下側の高さ（ｍ） 

2Z  ：津波波力を算定する部分の上側の高さ（ｍ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．６－２ 津波波力算定 

   〈文献〉 

       日本建築センター：津波荷重と津波避難ビルの構造設計法について 

 





2 - 16 

２  限界耐力計算の荷重の組合せ 

 

表２．７－２ 限界耐力計算の荷重の組合せ 

荷重及び外力について想定する状態 荷重の組合せ 備    考 

常 時 表２．７－１による 

積 雪 時 表２．７－１による 

暴 風 時 表２－７－１による 

稀
に
発
生
す
る
力 地 震 時 G + P + Kd 

 

積雪時 G + P + 1.4 S  

暴風時 G + P + 1.6W 

建築物の転倒、柱の引抜き等を

検討する場合、Pについては、

実況に応じて積載荷重を減ら

した数値とする 

極
め
て
稀
に
発
生
す
る
力 地震時 G + P + Ks  

G 令第84条に規定する固定荷重によって生ずる力 

P 令第84条に規定する積載荷重によって生ずる力 

S 令第84条に規定する積雪荷重によって生ずる力 

W 令第87条に規定する風圧力によって生ずる力 

Kd ２．５．１－２ (1)の規定による 

Ks ２．５．１－２ (1)の規定による 

 

（解 説） 

保有水平耐力計算等と限界耐力計算の荷重の組合せについて上表に示したが、限界耐力計算の極めて稀に

発生する暴風時は、「G + P +1.6W」となっており、1.6 が荷重効果を示していることから、荷重の組合せに

は、荷重効果の組合せの意味も含まれている。常時の「G + P」は、建築物に固定荷重「G」と積載荷重「P」

が同時に作用した時の状態を示す。 

保有水平耐力計算等と限界耐力計算の荷重組合せにおける大きな相違点は、限界耐力計算においては極め

て稀に発生する積雪、暴風に対し建築物が倒壊・崩壊しないことを検証することが要求されているが、保有

水平耐力計算等では、要求されていないことである。これは、仕様規定に適合させているため、極めて稀な

積雪や暴風に対して建築物が倒壊・崩壊しないことを推定できるためである。 

ここには、２．４土圧や２．６その他の荷重の水圧、温度荷重、土砂荷重、津波荷重が示されていないが、

適切に荷重を組み合わせ、実況や想定に適合したものとする。 
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（解 説） 

 静岡県の鉄骨造建築物の耐震計画フローは、予想される東海地震に対応するため建築基準法施行令の規定

に基づく鉄骨造建築物のフローを基本にして、各設計ルートごとに次の規定を追加した。 

(1) ルート１－１…剛性率及び偏心率の検討を追加した。 

規定値を超える場合は、必要保有水平力算出時の形状係数Fesによって応力を割り増す

事とした。 

(2) ルート１－２…剛性率の検討を追加した。 

規定値を超える場合は、必要保有水平力算出時の形状係数Fsによって応力を割り増す

事とした。 

(3) 下記の設計ルートにおいて、静岡県地震地域係数（Zs）及び用途係数（Ｉ）による地震力の割り増しを

行う事を追加した。 

 

ルート１－１の許容応力度計算 

ルート１－２の許容応力度計算 

ルート２の許容応力度計算 

ルート３の保有水平耐力計算 
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・地上部分の塔状比が４を超えないことを確認する。 

・水平力を負担する筋かいを含む階は、βによる応力の割り増しを行う。 

・水平力を負担する筋かいの端部及び柱梁接合部は保有耐力接合とする。 

・柱及び梁の幅厚比が規定値を満足することを確認する。 

・柱及び梁の仕口部・継手部は保有耐力接合とする。 

・梁は保有耐力横補剛となることを確認する。 

・柱脚部と基礎の接合を適切に評価し、作用する力に対し十分な強度とするか、十分な靭性を確保する。 

・冷間成形角形鋼管柱の応力割増しおよび耐力比確保を行う。 

 

４ ルート３ 

・許容応力度計算時標準せん断力係数 C0は 0.2 以上とする。 

・許容応力度計算時は Zs≧1.0 としても良い。ただし、用途係数Ｉを考慮する場合は、これを考慮する。 

・層間変形角≦1/200 の確認を行う。ただし、変形により建築物に著しい損傷が生じるおそれのない場合

は≦1/120 として良い。（層間変形角を検討する場合においては Zs≧1.0・Ｉ≧1.0としても良い。） 

・保有水平耐力の確認を行う際の必要保有水平耐力算出時せん断力係数 C0 は 1.0 以上とする。また、必

要保有水平耐力算出時には、Zs及びＩによる割り増し・形状係数 Fes による割り増しを行う。 

・地上部分の塔状比が４を超える場合は転倒の検討を行う。 

・冷間成形角形鋼管柱を用いた場合、建物の崩壊形の確認を行い、局部崩壊となる場合には架構が十分な

耐力を有していることを確認する。 

・柱脚部において破断が生じないよう、注意する。 

 

５ 規模等が対象外であっても、設計者の判断により、より詳細な検討（数字の大きなルート）を採用する

ことができる。 

 

 

（解 説） 

１ ルート１－１は、比較的小規模な建築物に対して、許容応力度設計時の強度を大きくすることにより保

有水平耐力が確保されるものとし、保有水平耐力計算を省略して計算の簡略化を図るものである。この場

合、許容応力度設計時の地震力を算定する際は、標準せん断力係数を 0.3 以上としさらに２.５の規定に

より静岡県地震地域係数（Zs）及び用途係数（Ｉ）による割り増しを行う。また、軸組筋かいの端部・接

合部が筋かいの全断面降伏に先立ち破断しないこと、柱梁接合部が保有耐力接合であること、梁又は柱に

塑性ヒンジが形成されるまで局部座屈・横座屈が生じないことを確かめる。 

剛性率・偏心率の確認を行い、規定値を超える場合は必要保有水平力算出時の形状係数Fesにより応力の

割り増しを行う。 

２ ルート１－２は、１－１と同様、比較的小規模な建築物に対して許容応力度設計時の強度を大きくする

ことにより保有水平耐力が確保されるものとし、保有水平耐力計算を省略して計算の簡略化を図るもので

ある。許容応力度設計時の標準せん断力係数は 0.3 以上とし、静岡県地震地域係数及び用途係数による割

り増しは、１－１と同様である。また、軸組筋かいの端部・接合部、梁・柱に対する局部座屈等への配慮

についても１－１と同様である。 

剛性率・偏心率の確認を行い、剛性率が規定値を超える場合は、必要保有水平力算出時の形状係数Fsに

より応力の割り増しを行い、偏心率が規定値を超える場合は、保有水平耐力の計算を行うルート３へ計算

ルートを移行する。 
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 表３．２－２ トラスに用いる部材の幅厚比（ステンレス鋼） 

ステンレス鋼 235Ｎ級ステンレス鋼 325Ｎ級ステンレス鋼 

Ｈ 形 鋼 ((b/tf)/16)2+((d/tw)/58)2≦1 ((b/tf)/16)2+((d/tw)/43)2≦1 

角形鋼管 d/t≦30 d/t≦30 

円形鋼管 D/t≦92 D/t≦56 

山 形 鋼 b/t≦15 b/t≦12 

235Ｎ級ステンレス鋼 ： SUS304A , SUS316A , SCS13 AA-CF 
325Ｎ級ステンレス鋼 ： SUS304N2A 

３ 精算によらない場合でのトラス部材の曲げ座屈長さは、下記により求める。 

 (1) トラスの弦材 

 構面内座屈に対しては、節点間距離を曲げ座屈長さとする。ただし、材端支持条件が構面内回転に対

して特に剛な時は、節点間長さの0.8倍を曲げ座屈長さとしてよい。構面外座屈に対しては、横方向の

補剛点間長さを曲げ座屈長さとする。材軸方向に変化する軸力を受ける弦材については、軸力の変化を

考慮した曲げ座屈長さを用いてよい。 

 (2) トラスの腹材 

 構面内座屈に対しては、節点間長さを曲げ座屈長さとする。ただし、材端支持条件が構面内回転に対

して特に剛な時は、節点間長さの0.7倍を曲げ座屈長さとしてよい。構面外座屈に対しては、節点間長

さを曲げ座屈長さとする。 

 

 

（解 説） 

１ トラス形式の部材には一般に大きな塑性変形を期待できないので、塑性解析を適用して構造物の耐力を

求めることができない。そこで、保有水平耐力の算定においては、必要保有水平耐力に見合う地震力を作

用させたときの部材応力を弾性解析によって求め、各部材の最大応力がその部材の弾性限耐力以下である

ことを確認する。トラス形式のはりを含む骨組のうち、はりの弾性限耐力が充腹材の柱の全塑性耐力より

十分大きい場合は通常の塑性解析によってよいが、その場合もはりに生ずる応力は弾性限耐力以下である

ことを確認しておく。 
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        Ｈ型断面     箱型断面      角形断面     円形断面 

                （溶接組立）    （コラム） 

 

 

 

 

 

図３．３－１ 各種断面の寸法 

 

表３．３－３ 軸組筋かい材（山形鋼、ＣＴ形鋼、溝形鋼）の幅厚比（炭素鋼） 

 

 400Ｎ級 ｂ／t ≦11.0 
山 形 鋼 

 490Ｎ級 ｂ／t ≦9.4 

400Ｎ級 ｂ／t ≦12.9 
フランジ 

490Ｎ級 ｂ／t ≦11.0 

400Ｎ級 ｄ／tw≦15.5 
ＣＴ形 鋼 

脚 
490Ｎ級 ｄ／tw≦13.2 

400Ｎ級 ｂ／t ≦11.0 
フランジ 

490Ｎ級 ｂ／t ≦ 9.4 

400Ｎ級 ｄ／tw≦43.0 
溝 形 鋼 

ウ ェ ブ 
490Ｎ級 ｄ／tw≦37.0 

 

 

表３．３－４ 軸組筋かい材（山形鋼）の幅厚比（ステンレス鋼） 

 

  

 

 

 

 

 

山形鋼     ＣＴ形鋼         溝形鋼 

 

 

 

 

 

 

図３．３－２ 各種断面の寸法 

 

ステンレス鋼 鋼材 幅厚比 

235Ｎ級 ｂ／t ≦12.0 
山 形 鋼 

325Ｎ級 ｂ／t ≦9.0 

235Ｎ級ステンレス鋼 ： SUS304A, SUS316A , SCS13 AA-CF 

325Ｎ級ステンレス鋼 ： SUS304N2A 

 

（解 説） 

１ 構造計算のフローのうち、ルート１－１・１－２及びルート２では、保有水平耐力の検討を行っていな

dt

2b
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dtw dt Dt

b b

d
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b
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t
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い。そのため、保有水平耐力の検討を行っても十分それを満足する様々な要件を備えていることが前提と

なっている。 

幅厚比の制限もその一つで、技術基準解説書の値以下であれば、塑性ヒンジが形成されても局部座屈に

よって耐力の劣化を起こすことがなく、十分な塑性変形が期待できる。 

 

２ 軸組筋かいは、地震を受けた時、曲げ座屈を起こし、圧縮曲げと引張り曲げを交互に繰り返し受けるこ

ととなり、これに伴い、断面の局部座屈の繰り返しによって、局部的に早期に破壊を起こすおそれがある。

このため、できるだけ局部座屈変形が大きくならないよう幅厚比制限を用いることにした。山形鋼、ＣＴ

形鋼、溝形鋼は筋かい材として用いられることが多いが、技術基準解説書には示していないので、別に表

３．３－３及び表３．３－４を定めた。 
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４ はりに設ける横座屈補剛材の必要補剛剛性Ｋと必要補剛力Ｆは、下記の値とする。また、圧縮側フラン

ジを十分に拘束する形状とする。 

 

Ｋ≧
hb・

Ｍｐ

l

5
 （３．３－１）式 

Ｆ≧0.03 　
ｈ

Ｍｐ
 （３．３－２）式 

 

ただし、 Ｋ ：必要補剛剛性 

 Ｆ ：必要補剛力 

 Ｍｐ ：はりの全塑性モーメント 

 ℓ b ：補剛区間の長さ 

 ｈ ：はりせい 

５ はりの圧縮フランジ位置に横補剛材が設けられない場合には、引張フランジの横方向変形と材断面のね

じり変形を拘束するように補剛部材を配して４に示す必要剛性と必要補剛力を確保する。上フランジが、

スタッドコネクタなどで十分な厚さのある鉄筋コンクリートスラブに緊結されており、はりウェブが、面

外に曲げ変形しないよう適切な間隔でスチフナが設けられている場合には、横座屈に対して補剛されてい

るものとみなす事ができるが、ねじれ変形を拘束するための補剛曲げ剛性と補剛曲げモーメントの検討が

必要となる。（詳しくは、鋼構造限界状態設計指針・同解説による。）その際、床版による梁剛性の増大

を適切に考慮し、スタッドコネクタは２列以上とする。 

           

    図３．３－４ スタッドコネクタによる合成床 

 

（解 説） 

１ 塑性ヒンジが十分な塑性変形能力を持つためには、局部座屈の防止と並んで横座屈の防止も重要である。

横座屈は、座屈変形を抑制するようにはり断面の圧縮側の横移動を十分な剛性と強度を持った横補剛材で

抑止すればよい。表３．３－５は、そのような横補剛材の必要間隔を与えている。横座屈は、応力分布、

すなわち、はりの曲げモーメント分布に大きな影響を受ける。塑性ヒンジの近傍には、短い間隔で横補剛

材を設ける必要があり、その応力状態に対する必要間隔を示した。 

なお、塑性ヒンジの発生の予想される箇所は、はりの内法スパンの１／10 又ははりせいの 2.5 倍以内の

部分としてよい。 

２ 表３．３－６に示した補剛間隔の値は、応力状態に応じてはりが横座屈することなく全塑性状態に達す

るための必要値である。従って、補剛材の間隔をこの値にしておけば、塑性ヒンジの発生が予想される部

分以外では改めて横座屈の検討を行う必要はない。 

  はりの応力状態は、正確には詳しい解析の後に判明するものであるが、補剛間隔を決めるためだけであ

れば、概略の分布を用いてよい。それゆえに表３．３－６では、５つの代表的応力状態についてだけ示し

た。設計においては予想される応力状態に近いものを選んでよく、また、Ｍ２／Ｍ１の値に応じて直線補間

してもよい。 

３ 技術基準解説書により均等に補剛材を入れる場合、１本多く入ることが望ましいものとした。 
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図３．３－６ 横補剛間隔と座屈長さ 
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２）構造の細則 

１ 筋かい材 

 (1) 山形鋼のＬ－65×65 以下は、原則として用いない。 

 (2) 筋かい材とガセットプレートとの接合は高力ボルト摩擦接合とし、ＪＩＳ規格の丸鋼筋かいを用いる

場合を除き、高力ボルトの本数は応力方向に対し３本以上とする。 

 (3) 筋かい材の重心線は、原則として、柱及びはりの軸線の交点を通す。 

 (4) 筋かい材の重心線と材端接合に用いる高力ボルトの重心線とは、なるべく一致させるようにする。 

２ ガセットプレート 

 (1) 板厚は９㎜以上とする。 

 (2) 形状は、原則として図３．４－２の点線部分を包含するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

図３．４－２ 軸組筋かいの接合部 

３ 柱又ははりとガセットプレートとの接合 

 (1) ガセットプレートは、できる限り柱又ははり断面の中心に配置し、かつ、２辺以上を溶接接合する。 

 (2) 柱のウェブに接合する場合は、ウェブが座屈しないように適切な方法で補強する。 

 

（解 説） 

１(1) 山形鋼の断面がＬ－50×50×6，Ｌ－65×65×6 といったような小さいサイズの場合には、十分なへり

あき寸法を確保することが困難で、結果的に筋かい材の全塑性耐力が期待できないことから使用しない。 

また、丸鋼を筋かいに用いる場合には、JIS 規格品を用いた建築用ターンバックル筋かいを使用し、

「建築用ターンバックル筋かい設計施工指針・同解説」（日本鋼構造協会編）を参考に設計するものと

する。 

(3) 筋かい材の重心線と軸組の交点とがずれる場合には、偏心による付加作用力を考慮しなければならな

い。ただし、図３．４－３のように偏心量が、はりせい以内である場合には、この限りではない。 

３(1) ガセットプレートは、できる限り部材断面の中心に配置する。（図３．４－４） 

(2) 柱ウェブの座屈止めの方法（図３．４－５及び図３．４－６） 

 

   

図３．４－３ 軸線の交点がはりせい以内にある場合    図３．４－４ ガセットプレートの取付例 

 

30°

30°

筋かい材

ガセットプレート
（溶接2辺以上）

柱

筋かい材

補強プレート

ベースプレート





3 - 22 

２）構造の細則 

１ (1) はり端（はり貫通形式の場合は柱端）のフランジを柱（はり貫通形式の場合ははり）に溶接接合す

る場合又はダイアフラムを柱フランジ若しくははりフランジに溶接接合する場合は、完全溶け込み溶

接とする。ただし、フランジの板厚が６㎜以下の場合は、サイズがフランジ板厚の 1.3 倍以上の両面

すみ肉溶接とすることができる。 

  (2) Ｈ形鋼を用いた３階までの中規模鉄骨造建築物では、はり端部の接合にスプリットＴ形式又はエン

ドプレート形式の高力ボルト引張接合を用いることができる。 

  (3) はり端の接合部をエンドプレート形式の高力ボルト接合とする場合、エンドプレート面は、柱の面

に密着するものでなければならない。 

２ (1) 柱貫通形式の接合パネルのフランジ位置（はり貫通形式の場合は柱フランジ位置）には、ダイアフ

ラムを設ける。 

  (2) ダイアフラムの板厚は、接合するはりフランジ板厚（はり貫通形式の場合は、これに取り合う上下

柱の肉厚）の２サイズ以上とする。（内ダイアフラムは同厚以上とする。） 

３ (1) 通しダイアフラム又は内ダイアフラムで補剛する場合、通しダイアフラムの柱外面からの突出長さ

は、材料の性能や入熱量等を考慮して決めるものとし、特に検討しない限り鋼管板厚が 28mm 未満の

場合は 25 ㎜、鋼管板厚が 28mm 以上の場合は 30mm 以上、かつ、ダイアフラムの板厚と以上すること

が望ましい。 

  (2) 外ダイアフラムで補剛する場合は、計算によって鋼管及びダイアフラムが局部破壊しないことを確

かめなければならない。 

４   Ｈ形断面柱の弱軸方向をラーメン構造とする場合には、この方向のはりはダイアフラムを介して柱

に接合する。 

５   両方向ラーメン構造で両方向のはりせいが異なる場合は、それぞれのはりフランジ位置にダイアフ

ラムを設けるか鉛直ハンチを設けて対処する。 

６   はり端部のカバープレートによる補強は溶接不良の原因となり易いので、なるべく避けるものとす

る。 

 

（解 説） 

５ 鉛直ハンチを設ける場合は特に検討をしない限り図３．４－７による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．４－７ 
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 継手最大曲げ耐力の計算用倍率の算定例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                図３．４．－８ 算定例 

 

Ａ端側 

はりせいの2.5倍 112.5cm ＞ 継手中心位置 100 cm 

    内法スパンの1/10 104  cm ＞ 継手中心位置 100 cm 

上記よりα2は1.2倍以上 

β＝α1（1-2ℓ ’/ ℓ ）＝1.3×（1-2×78/1040）＝1.105倍以上 

ゆえに継手最大曲げ耐力は、全塑性曲げ耐力の1.2倍以上とする。 

 

Ｂ端側 

はりせいの2.5倍 112.5cm ＞ 継手中心位置 50 cm 

    内法スパンの1/10 104  cm ＞ 継手中心位置 50 cm 

上記よりα2は1.2倍以上 

β＝α1（1-2 ℓ ’/ ℓ ）＝1.3×（1-2×28/1040）＝1.23倍以上 

ゆえに、継手最大曲げ耐力は、全塑性曲げ耐力の1.23倍以上とする。 

 

２ 柱やはりの継手は存在応力に対して安全であることが必要であるが、それとともに、設計に当たって計

算しなかった不測の応力が大地震等に生ずるおそれがあるので、１に該当しない場合でも継手の許容耐力

は、少なくとも被接合部材の許容耐力の１／２以上とすることとした。 
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Ａ端

ジョイント ジョイント
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２）露出型柱脚 

１ 柱脚の弾性回転剛性（回転バネ定数）を適切に考慮する。 

２ アンカーボルトは、原則のび能力のあるものを用いる。 

３ 鉄骨造の柱脚は、平成 12 年告示第 1456 号に規定されている仕様以上とする。ただし、令第 82 条第一

号から第三号までに規定する構造計算を行なった場合においては、適用しないものとすることができる。 

４ ベースプレートと柱下部モルタルを密着させるため無収縮モルタル等をグラウトする。 

５ ブレース下部における柱脚はブレース接合部として設計を行う。 

６ 露出型柱脚を使った建築物の計算ルート別の設計フローは、技術基準解説書の付録 1-2.6 柱脚の設計の

考え方、付図 1.2-25による。 

 

（解 説） 

１ 露出型固定柱脚の固定度評価として、弾性回転剛性（回転バネ定数）を用いて行う方法がある。近年の

研究で破壊モード・復元力特性の形態等が明らかにされつつある。的確な評価式は、まだ確立されていな

いが、弾性回転剛性式として下式が、一般に用いられている。 

 

Ｋｏ＝
ｂ

ｃｔｂｔ

２Ｌ

ｄｄ･･ＡＥ･Ｎ 2)( �
     （３．４－１）式 

Ｅ ：アンカーボルトのヤング係数 （炭素鋼では205×10３）（N／㎜２） 

Nt ：引張側のアンカーボルトの本数 

Ab ：アンカーボルトの１本当りの軸断面積（㎜２） 

Lb ：アンカーボルトの有効長さ（ベースプレート下面から定着板上面までの距離）（㎜） 

Dt ：柱断面図心より引張側アンカーボルトまでの距離（㎜） 

Dc ：柱断面図心から圧縮側柱フランジ外縁までの距離（㎜） 

 この式の適用にあたっては、ベースプレートの十分な曲げ剛性の確保や、ベースプレート下面と基礎

上面の密着確保、アンカーボルトの弛緩防止等に注意する必要がある。 

２ 本来、接合部である柱脚には十分な耐力の余裕を持たせ柱母材端部で降伏するよう設計することが望ま

しい。しかしながら、アンカーボルトの降伏が想定される場合は、特に軸部の降伏がねじ部の破断に先行

するよう、材料の選定や転造ねじの採用を行うことが望ましい。具体的には（社）日本鋼構造協会規格と

して JSSⅡ13-2004（建築構造用転造ねじアンカーボルト）、JSSⅡ14-2004（建築構造用切削ねじアンカー

ボルト）などがある。これら仕様に関して、特に転造ネジでは軸径がよび径と異なるため、建築用アンカ

ーボルトメーカー協議会等による規格を参照して設計されたい。 

３ 柱脚に十分な曲げ剛性と耐力を持たせるため、柱脚仕様は平成 12年告示第 1456 号による柱脚の仕様（図

３．４－１０）以上とすることが望ましい。ベースプレートはアンカーボルトより先行降伏しないよう厚

くするか、リブプレートにより補剛することを原則とする。柱母材とベースプレート溶接部は保有耐力接

合とする。 
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４ 露出型柱脚では、ベースプレートとモルタルが密着していることが重要である。このため、鉄骨建方完

了後にベースプレート下部に無収縮モルタル等をグラウトする等の配慮が必要である。 

 

 

     

                図３．４－１０ 露出型柱脚例 

 

５ ブレース下部における柱脚はブレース母材が降伏する以前に、破断することのないように保有耐力接合

とする。また、１次設計においても、ブレースよりの応力を適切に評価して設計を行うこと。 

保有耐力接合検討方法 

Ｔ=A×σy 

A ：筋違い材の全断面積 

σy ：筋違い材の公証降伏点強度 

θ ：筋違い材の角度 

NL ：長期軸力 

 

Ｑｂ＝T×cosθ ⇒ せん断力 

Ｖｈ＝NL－T×sinθ ⇒ 引張り力 

 

・引張り最大耐力 

fPu=0.75×m×fＡs×fFu 

fＡs ：アンカーボルト断面積 

 fFu ：アンカーボルト引張強さ 

   m ：アンカーボルト本数 

  

・せん断最大耐力 

fqu=0.6×m×fＡs×fFu 

 

せん断・引張りを同時に受けるので 

22

¸̧
¹

·
¨̈
©

§
�¸̧

¹

·
¨̈
©

§
fPu
Vh

fqu
QbD  ≦1.0     α：炭素鋼1.2、ステンレス鋼1.5 

※アンカーボルトの芯に対して、ブレース軸が偏心する場合は、この影響を適切に考慮する事。 

図３．４－１１ ブレース下部の応力 
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３）根巻型柱脚 

１ 原則として、柱せいの３倍以上を鉄筋コンクリートで根巻きする。 

２ 根巻き部分の鉄筋コンクリートの主筋（以下「立上り主筋」という）は、４本以上とし、その頂部をか

ぎ状に折り曲げたものであること。この場合において、立上り主筋の定着長さは、定着位置と鉄筋の種類

に応じて表３．４－４に掲げる数値を鉄筋の径に乗じて得た数値以上の数値としなければならない。ただ

し、その付着力を考慮してこれと同等以上の定着効果を有することが確かめられた場合においては、この

限りでない。  

表３．４－４ 

鉄筋の種類 
定着位置 

異形鉄筋 

根巻き部分 25ｄ 

基 礎 40ｄ 

３ 立上り主筋の周りに D10 以上の帯筋を 10㎝以下の間隔かつ帯筋比 0.3％以上で配置し、立上り主筋の頂

部には、３本以上の帯筋を３㎝間隔で配置する。ただし、基礎ばりの主筋よりも下の部分の帯筋の間隔に

関しては、この限りではない。 

４ 根巻き部分のコンクリートの厚さは、15㎝以上とし鉄筋の納りを検討し決定する。 

（解 説） 

１ 根巻き高さは柱脚の固定度・耐力・靭性を確保するため、原則として柱せいの３倍以上とする。 

２ 立上り主筋の設計に当たっては、根巻き鉄筋コンクリート部分の短期許容曲げ耐力が、鉄骨柱の全塑性

モーメントを上回るようにする。 

３ 帯筋の設計に当たっては、ベースプレート位置での曲げモーメントが鉄骨柱の全塑性モーメントになる

ように、根巻き頂部に集中荷重が作用する鉄筋コンクリート片持ち柱として、短期許容応力度設計をする。  

なお、根巻き頂部には集中荷重が作用するため頂部帯筋は帯筋同径を３本以上が必要である。 

４ 今日までの研究・実験結果においては、鉄骨柱と根巻きコンクリートとの応力の伝達機構は支圧抵抗説

が有力になっている。鉄骨柱に対する根巻きコンクリート厚さは、応力から必要厚さが求められるが立上

り主筋のフックの納りからも検討する必要がある。鉄筋の付着破壊を防ぐためにはフックの効果が大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．４－１２ 根巻柱脚例 



3 - 29 

４）埋込型柱脚 

１ 原則として、柱せいの２倍以上を基礎に埋め込む。 

２ 応力解析における柱脚の固定点は、原則として埋め込み天端より鉄骨柱幅の 1.2 倍下がった位置とする。 

３ 柱の周囲には補強筋を配置し、Ｄ10以上の帯筋を10㎝以下の間隔で配筋する。 

 ただし、柱の周囲に基礎ばりの主筋がある場合の帯筋の間隔に関してはこの限りではない。 

４ 側柱又は隅柱の柱脚にあっては、基礎ばり主筋の同径、同本数以上のＵ字形の補強筋その他これに類す

るものにより補強する。 

５ 埋込み部分の鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが鉄骨の柱幅以上であること。ただし、令第 82条

第１号から第３号までに定める構造計算を行った場合においては、この限りでない。 

 

（解 説） 

１ 埋め込み深さは、鉄骨柱の形状によって必要な深さがやや異なるが、柱せいの２倍以上を原則とする。 

３ 基礎コンクリートと鉄骨柱の接合部において局部的な圧壊を起こさないような設計をしなければならな

い。このためには、鉄骨柱の周囲に十分な帯筋を配し、鉄骨の応力を基礎及び基礎ばりに伝達させる。ま

た、鉄筋コンクリート埋込み部直上での、鉄骨柱の局部座屈や局部変形に対しては、リブ又はスチフナー

による補強のほか、鋼管柱では基礎ばり天端より柱幅程度の高さまで、柱内部にコンクリートを充填する

と効果がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （ 中 柱 ）        （ 隅柱・側柱 ） 

図３．４－１３ 埋込柱脚例 
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かぶり厚さ
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ａ）局部座屈…柱、はり、筋かい材等の構成要素（フランジやウェブ等）が圧縮応力によって局部的に板要

素の面外に変形するもの 

ｂ）横座屈（曲げねじれ座屈）…はり材（場合によっては柱材）が曲げモーメント（場合によっては軸力と

の組み合わせ）を受けて、圧縮側が曲げの面外に変形するもの 

ｃ）曲げ座屈…筋かい材や柱材が主に圧縮力によって、横に大きくたわむ変形を生ずるもの 

 

このほか、大きなせん断力を受ける部材では、せん断座屈を、また、個々の構成部材というよりも骨組全

体の座屈を考慮することが必要になる場合もある。 

 

破断は、主に引張応力によって生ずる現象である。均一な部材が破断を生ずるまでは、（通常の設計では期

待していない）大きな変形を伴うので、一般には、部材と部材とを接合する部分（接合部）の破断が対象と

なる。 

 

許容応力度等計算のルート３においては、柱材とはり材の幅厚比、筋かい材の細長比、はり材の横補剛、

筋かい材の端部接合部耐力、柱はりの仕口接合部の耐力によってＤs値が判定されている。これらは、各々柱

材とはり材の局部座屈、筋かいの曲げ座屈、はりの横座屈、筋かい材、柱材及びはり材の接合部の破断を考

慮したものと考えられる。 

限界耐力計算においても、最低限これらの要因を考慮する必要がある。ただし、一般の鉄骨造建築物では、

接合部耐力については、部材が十分塑性変形をするまでは破断しないようにする保有耐力接合を、はり材に

ついては、はり材が十分塑性変形をするまでは横座屈が生じないようにする、いわゆる保有耐力横補剛とす

ることが一般的である。その結果、変形能力等は、主に局部座屈、曲げ座屈によって限界づけられるものと

考えることになる。 

これについては、限界耐力計算においてもこの考え方を踏襲することできる。以下の参考文献１の鉄骨造

建築物の設計例においては、柱材とはり材について局部座屈を、筋かい材について曲げ座屈、局部座屈等を

主な対象として検討を行っている。個々の限界変形の算定式の詳細については、それぞれの参考文献を参照

のこと。 

鉄骨造部材の特徴として繰り返し載荷実験等から求めた限界変形は、見かけの変形（塑性率）ではなく、

吸収できるエネルギー量に対応する変形（累積塑性変形）として与えられることが多い。一方、限界耐力計

算では、累積変形ではなく見かけの変形で検討を行うので、累積値を塑性率等に変換して限界変形の検討を

行う必要があることに注意を要する。これには、塑性率と累積塑性変形倍率との関係やバウシンガー効果分

をどの程度見込むか等の検討が必要となる。 

なお、バウシンガー効果とは、（社）日本建築学会「建築学用語辞典」によると、“鋼材に塑性変形を生じ

させた後、逆方向に変形させたときに応力度－ひずみ度曲線の比例限度が著しく低下する現象”である。こ

の効果によって、一般に単調載荷あるいは骨格曲線の変形能力よりも繰り返し載荷時の累積変形能力が大き

くなる。よって、参考文献の設計例では、バウシンガー効果による割り増し係数ａbを乗じて変形を割り増し

ている。また、これらの数字を２で割っている式は、累積変形を見かけの応答変形に換算するためのもので

ある。２で割っていない式は、累積変形と見かけの変形が一致する場合（例えば、スリップ型の履歴性状を

示すもの等）のものである。 

 

〈文献〉 

編集  国土交通省住宅局建築指導課  他「2001 年版  限界耐力計算法の計算例とその解説」 

編著  国土交通省建築研究所「改正建築基準法の構造関係規定の技術的背景」 

「これならわかる限界耐力計算  ここが知りたいＱ＆Ａ」建築技術No.623 
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(2)ハンガーの設計 

 ハンガーから野縁受が外れると連鎖的に次々とはずれ大被害になるので、天井に使用する全てのハンガ

ーにビス固定できるハンガーを使用することを原則とする。 

 通常のハンガーは図に示すようにM4ビスでハンガーと野縁受けを固定すること。 

        

   図３．８－３ ビス固定式のハンガー   図３．８－４ ハンガーのビスによる固定 

 

(3)クリップの設計 

 野縁を野縁受けに取付けるためのワンタッチクリップは、地震時の水平力を摩擦力だけで伝達させてい

るため地震力が大きいと滑り、野縁を含む天井部材を波打たせ、天井が野縁ごと落下する危険性がある。

この被害を防止するためには、ビス式クリップにより野縁受けに固定する方法が考えられる。 

 内曲げ野縁に用いるビス式クリップは、野縁と平行の水平力は強度があるが、直交方向はそれに比べか

なり弱い。しかし、ワンタッチクリップのように滑ってもクリップに変形はない。 

 外曲げ野縁に用いるビス式クリップは、野縁がビス2本で固定されるので両方向ともに強度があり、大き

な地震力を受ける天井下地に適している。大空間天井では、必要に応じてこれらのビス止めクリップを用

いて野縁を固定することが望ましい。 

 

       

 

図３．８－５ 内曲げ野縁用ビスクリップ姿図   図３．８－６ 外曲げ用ビスクリップ姿図 

 

(4)Tバーの落下防止 

 システム天井の野縁として用いられているTバーは、地震時の揺れに対しTバーの格子組部のジョイント

部が外れるとTバー自身が落下し危険なので、固定用のアングルを用いてビスを2本づつ打ち、補強する等

の対応が必要である。 
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          図３．８－７ Tバージョイント固定 

 

 

(5)壁際取り合い部の設計 

 天井と壁および天井と柱の取合い部など地震時に変形状態が異なる材が取合う部分は、天井がぶつかり、

落下する恐れがあるため、所定のクリアランスを設けて天井材を施工する。壁際における天井の変位量は、

天井ふところ寸法と大地震時の層間変位角により異なるが、天井部材の変形も考慮して50mm 程度の隙間を

設けることが望ましい。下地材が壁際に固定又は接触している場合は図に示すように下地・ボードとも50mm

以上離して切断し、端部には廻り縁や野縁、T バーを入れて補強し、壁見切り等と接触させないように取

付ける。 

 

 

 

 

 

   

 

図３．８－８ 壁際取り合い部の処置(点線部は天井を設けない部分を示す) 

 

 

２ 鉄骨造建築物は変形量が大きく、過去の地震被害で外壁が落下した事例が見られた。 

終局変形量に見合った、外壁を用いること。また、建具等でガラスが損傷し落下した場合には、人命の

安全性に大きく影響する。したがって適切な防止策を講じる必要がある。 

防止策の例は、以下のとおり。 

ＡＬＣ等の乾式外壁材はロッキング構法、スライディング構法等の変形追従性のある工法を採用する。 



3 - 38 

ガラス飛散防止フィルム、網入りガラス等の落下防止策を講じる。 

変形追従性の無い外装材建物は構造材の剛性を上げ、終局変形量を制御する。 

風圧力により、面外に大きな変形を生じる場合にも、外装材が落下する危険を生じるため、これら性能

に見合った変形量の剛性を有する構造材を適切に配置する。 

軸組ブレース材の圧縮側ブレースが面外にはみ出し、外壁を損傷する恐れがあるため、これに対する対

策を行うことが望ましい。引張りブレースは圧縮剛性が低いので、この点に留意する必要がある。 
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構造計画とあわせて慎重な検討が必要である。一般的に形状、重量、剛性の不連続な場所へ設けるのが普通

であり、また、建築物が長過ぎる場合には、60ｍ程度に１か所入れるのが通例となっている。例えば形状の

不連続なところとして、下図の点線部分などがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４．１－４ エキスパンション・ジョイントを設ける位置の例 
 

離隔幅 Sは、以下の算定式によるものとする。 
S≧Ｓ１＋Ｓ２ （４．１－１）式 
S：離隔幅 
Ｓ１，Ｓ２：隣接する建物１，２の大地震時の当該部位におけるそれぞれの変位で、以下の式を参

考にして求める 
 

Ｓ１，Ｓ２ ＝（Cop／Coe）δe （４．１－２）式 
 ＝（Cop／2Coe）（Ds＋1／Ds）δe （４．１－３）式 

Cop ：２次設計用標準せん断力係数（≧1.0） 

Coe ：１次設計用標準せん断力係数（２．５の規定による） 

δe ：１次設計用地震力による水平変形 

Ds ：構造特性係数で、計算ルートに応じ以下表４．１－１の値を目安にする。 

 
表４．１－１ 

計算ルート Ds （参考：（1/2）（Ds＋1/Ds）） 

ルート１ 1.0 1.00 

ルート２－１ 0.75 1.04 

２－２ 0.50 1.25 

２－３ 0.30 1.82 

 

 地震時において建物に生じる水平変形は、その構造特性に応じて異なるが、比較的建物高さが高い（すな

わち長周期）建築物においては変位一定則が、建物高さが低い（すなわち短周期）建築物においてはエネル

ギー一定則が成り立つとされており、（４．１－２）式及び（４．１－３）式はそれぞれ変位一定則及びエネ

ルギー一定則に基づき導かれたものである。 

不連続部分 
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したがって、中低層建築物においては（４．１－３）式による値を、高層建築物においては（４．１－２）

式による値を参考に離隔幅Ｓを設定する。 

ただし、これらの式は、特定層に損傷が集中せず一様に塑性化する場合を想定しているので、特定層への

損傷集中が予想される建物においては、別途詳細な検討によるものとする。 

 なお、特に計算によらない場合は、大地震の変位(Ｓ１，Ｓ２)は当該部分の高さ×１／100 以上が１つの目

安となる。 

 市街地等で敷地境界までの距離が小さい場合は、エキスパンション・ジョイントと同様に地震時に有効な

間隔を確保し、隣接建物等との衝突を防止する。 
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はり そで壁 

柱 

Ｄ’ 

４ 規模等が対象外であっても、設計者の判断により、より詳細な検討（数字の大きなルート）を採用する

ことができる。 

 

（解 説） 

 構造計画を行う際には、あらかじめ目標とすべきルートを選定し、それに基づいて行うことが望ましい。 

１ ルート１は、比較的小規模な建築物で、耐力壁を含めて壁量が多く、相当の強度が期待できる建築物を

対象とする。（鉄筋コンクリート組積造とは、平成 15 年告示第 463 号に該当する補強コンクリートブロッ

ク造等を示す。） 

なお、このルートによる場合は（４．２－１）式のとおり、静岡県地震地域係数（Zs）及び用途係数（Ｉ）

による地震力の割り増しを行うほか、強度抵抗型の建築物にするための係数（Sp≧1.25）により壁量等を

割増している。その際、一定量の壁量を確保するため、壁量のみの検討も行う。 

 また、靭性確保のため設計用せん断力の割増し規定が追加された。 

 延べ床面積が 500 ㎡を超える場合は、偏心率が 0.30 以下である事を確認する。 

 

２ ルート２－１は、耐力壁を含めて壁量が多く、相当の強度とある程度のねばりを期待できる建築物を対

象とする。ルート１と同様に一定量を確保するため、壁量 

のみの検討も行う。 

ルート２－２は、耐力壁とは認められない大

きな開口のある壁やそで壁付きの柱が多く、か

なりの強度とある程度のねばりを期待できる建

築物を対象とする。このため、純ラーメン構造

のような建築物はこのルートでは設計できない。

このルートで設計できる建築物の平面の例を図

４．２－１に示す。そで壁を有しない建築物に

このルートは用いてはならない。 

 

図４．２－１ 

 

柱部分の設計を行う際には、そで壁の存在を考慮した応力解析及び断面算定を行い、そで壁については

厚さを 15㎝以上とするほか、壁配筋は原則として、壁筋比を 0.4％以上とする。 

なお、できるだけ建築物が強度型となるようにそで壁付柱の断面の全せい（Ｄ'）は階高の２／３以上で

あることを原則とする。 

ルート２－３は、壁の量が少なく、強度はそれほど大きくはないが、十分なねばりが期待できる建築物

を対象とする。このため、これらのルートで設計する場合は、一次設計時におけるはり、柱の短期設計用

せん断力は他のルートで設計する場合より大きくなっている。また、ルート２－３で設計する場合は、耐

力壁もせん断破壊しないことを要求している。 

２－１，２－２は、靭性確保のため設計用せん断力の割増規定が追加された。 

又、地上部分の塔状比が４以下である事を確かめる。塔状比の算出の際建物幅は柱の外面寸法とする。 

３ ルート３は、高さ 31ｍを超える建築物の大規模な地震に対する安全性を確かめるため、保有水平耐力の

検討を行うものである。必要保有水平耐力の算定においては剛性率・偏心率に基づく形状係数 Fes を用い

て割増しを行い、その耐震安全性の確認を行う構造計算方法である。しかし、保有水平の計算を行い安全

性の確認を行っても、平面・立面計画上の問題が解消されるわけでは無いため、剛性率が 0.3 未満、偏心

率が 0.3 を超えるような構造は避けることが望ましい。 

Ｄ’：そで壁柱せい 
ｈ：はり心距離 
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  塔状比が４を超える場合は Co を 0.30 以上とした地震力作用時か、又は、上部の保有水平耐力時に基礎

の浮き上がり耐力及び圧縮耐力に対する検討を行い転倒しない事を確認する。 

４ 剛性率及び偏心率の規定を満たしていても他のルートの検討をせずに最初からルート３で設計してもよ

い。 
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４．４－２ はりの短期設計用せん断力の取り方 

 

２ はりの断面算定を行う際は、原則として、はり形部分のみを有効とするが、たれ壁、腰壁の厚さが十分

なときはそれらを考慮してもよい。 

 
 

２）柱 

１ たれ壁、腰壁を構造体として剛性評価した場合は、次のとおり扱う。 

 (1) 柱の設計用曲げモーメントを算定する位置は、原則として節点または剛域端とするが、たれ壁、腰

壁に十分な配筋を行った場合は、たれ壁、腰壁の剛域端としてもよい。 

 (2) 柱の短期設計用せん断力を、柱又ははりの終局強度から求める場合は、柱の高さをたれ壁、腰壁の

内法高さとする。 

２ そで壁を構造体として剛性評価した場合でも、そで壁の厚さが十分でないときの柱の断面算定は、柱形

部分のみを有効として行う。 

（解 説） 

１ (1) 柱の設計用曲げモーメントを算定する位置は、図４．４－３のとおり扱う。 

腰壁又はたれ壁と柱の間に完全スリットを設けた場合は原則として(a)によるが、この場合の腰壁

については、表２．５－６の設計震度により算定した面外方向外力に対して十分安全性を確保できる

ように配筋を行うものとする。十分な配筋を行った場合とは、技術基準解説書のそで壁、腰壁、たれ

壁の耐力式を使うことのできる仕様規定を満足している場合とする。 
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(a) 原 則        (b) たれ壁、腰壁に十分に配筋を行った場合 

 

図４．４－３ 柱の設計用曲げモーメントを算定する位置 

 

(2) 柱の短期設計用せん断力を後述の（４．４－６）式又は（４．４－８）式で算定する際は、たれ壁、

腰壁の配筋や厚さにかかわらず柱の高さを図４．４－４のようにたれ壁、腰壁の内法高さh0とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．４－４ 柱の短期設計用せん断力の取り方 

 

 

２ 柱の断面算定を行う際は、原則として柱形部分のみを有効とするが、そで壁の厚さが十分なときはそれ

らを考慮してもよい。 
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２ はりの靭性を確保するため、あばら筋比とあばら筋の間隔の規定を設けた。 

４ 主筋とコンクリートとの拘束を確保するため、幅が広く主筋が一段に並ぶ梁などでは、主筋の外周部に

閉鎖型のあばら筋により４隅の主筋を拘束するとともに、中間主筋を拘束するよう中子筋をできるだけ多

く配置する。 

 

 
 
 
 
 
 

図４．４－５ はりの中子筋配置の例 

 
 
 

２）はりの配筋 

１ すべてのはりは、全スパンにわたり複筋ばりとし、複筋比は0.4以上とする。 

２ 主筋は、２段配筋までとする。ただし、基礎ばりの主筋は、３段配筋までとする。 

３ 配筋ならびは、RC配筋指針 帯筋・あばら筋の形状別柱・梁幅の最小寸法によるが、継手部分や柱、は

りの仕口部分の配筋には十分注意する。 

 

（解 説） 

１ 複筋比を0.4以上としたのは、圧縮鉄筋の鉛直荷重時にクリープ現象の防止と水平荷重時に対する靭性の

向上を期待するためである。 

 また、引張鉄筋比（Ｐｔ）が多すぎる場合は、圧縮側コンクリートが圧壊して部材に粘りがなくなる。そ

こで引張鉄筋比を限界の釣り合い鉄筋比（Ｐｔｂ）以下におさえ鉄筋降伏後もコンクリート圧壊まで変形に

余裕をもたせる。 

 

 

 

ただし、 Ｐtb ：釣り合い鉄筋比 

 σy ：鉄筋の許容応力度 

 γ ：複筋比（γ< 1 のとき） 

 

３ ＲＣ配筋指針 帯筋・あばら筋の形状別柱・梁幅の最小寸法の表は、施工性を考えあばら筋のツメの折曲

げが完全に行われるよう配慮されている。 

  また、この表は継手なしの場合であり、継手のある場合はこの点を十分考慮し、かつ、柱、はり接合部

内の配筋状態もよく考えて最大鉄筋本数を決め、必要鉄筋量がこれを上まわる場合には、設計変更しなけ

ればならない。 

 

 

 

P =(0.45～0.5)
σ (1-γ)

F
tb

y

c
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３）耐力壁に接続するはりの取扱い 

１ 境界ばり及び直交ばりとなるはりは、ルート１及びルート２（ただし、ルート２－３を除く）で設計す

る場合は、原則として（４．４－２）式を用いて算定する。 

２ （４．４－１）式の設計用せん断力を用いて算定する場合ははり端部のあばら筋はＤ13以上とし、間隔

は15㎝以下とする。 

 

（解 説） 

１ 現在の鉄筋コンクリート中低層建築物では、壁は柱、はりと一体に現場打ちされるので壁自体の剛性は

非常に大きい。 

  しかし、ラーメン構造のなかで部分的に存在する壁は、周囲の拘束要素（境界ばり、直交ばり）によっ

て壁の剛性が大きく左右されるが、これらの拘束要素を正確に評価して計算を行うことは、なかなか困難

なので、当面は本文の規定により取扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．４－６ 境界ばり、直交ばり 

 

２ はりの端からはり丈の 1.5 倍の範囲内にあるあばら筋の間隔は 15㎝以下とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ の部分のあばら筋の間隔も15㎝以下とする。 

 

図４．４－７あばら筋の間隔を15㎝以下とする範囲 
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４）スパン長が10mを超えるはりの取扱い 

 原則として 10ｍを超えるはりは設計しない。やむを得ず 10ｍを超える場合は、ひび割れモーメント等の

検討を行うか下記により設計する。 

１ コンクリートは設計基準強度が 21N/mm２以上のものを用いる。 

２ ラーメン用の積載荷重は 2900N/㎡以上とする。 

３ はりの支配面積は 50㎡以下とする。 

４ はり丈とスパンとの比は、１／11以上、かつ、（４．４－４）式を満足するようにする。 

 

            （４．４－４）式 

 

ただし、ℓ  ：スパン（mm） 

Ｄ ：はり丈（mm） 

ｂ ：はりの最小幅（mm） 

Cc ：Ｔ形ばり  1.0（N/mm２） 

  長方形ばり 0.6（N/mm２） 

ｗ０ ：はりの平均荷重（N/mm） 

ａ ：両端固定１／16、単純支持１／８ 

５ その他 

 (1) 主筋の柱への定着は 40ｄ以上とし、末端にはフックを設ける。 

 (2) あばら筋の間隔は 20㎝以下とする。 

 
（解 説） 

 はりのスパンが長大になり長期曲げモーメントに対して断面が不足すると長期荷重時にコンクリートの過

大なひび割れなど建築物の使用上に障害を起こすおそれがある。この規定以外にはり中央部下端の長期曲げ

モーメントがその部分の曲げひび割れモーメントをあまり超えないよう設計する。 

 はりの長さの取り方は、柱心々で測るものとする。 

 また、はりの支配面積は、図４．４－８による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．４－８ 支配面積の取り方 

 

 （４．４－４）式は、長期荷重にコンクリートの過大なひび割れなど建築物の使用上の障害を防止するた

めのはりの主要支点間距離とはり丈の比の関係式である。 

 

 

 

 

D

ℓ
 < 
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２ 帯筋比は0.3％以上とし帯筋の間隔は柱の全長にわたり10㎝以下とする。 

３ 帯筋は原則として十分な余長を持つ135゜フックを有するせん断補強筋、溶接閉鎖型せん断補強筋、又

はスパイラル筋とする。特に、地上階数が５以上の建築物の柱はじん性の向上を図るため、できるだけ多

くの中子筋を入れ、帯筋は溶接閉鎖型せん断補強筋又はスパイラル筋を用いる。 

 

（解 説） 

１ 短期許容せん断力は出来るだけ（４．４－７）式を用いることが望ましい。 

   （４．４－７）式のＱｙの算出に用いる柱の曲げ終局強度を算定する際の軸方向力は短期軸方向力を用い

てよい。 

   （４．４－８）式のＱＭを算出する際の柱の崩壊メカニズムは図４．４－９の(1)を原則とする。ただし、

１階及び最上階においては、柱のじん性について特別な配慮をした場合、(2)・(3)でも良い。 

   また、ＱＭの算出に用いる柱の曲げ終局強度を算出する際の軸方向力は、はり降伏の崩壊形を仮定してフ

レームメカニズムの計算を行い、図４．４－１０のように、そのときのはりのせん断力の和と長期軸方向

力とを加えたものを採用してもよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．４－９ ＱＭを算出する際の柱の崩壊メカニズム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．４－１０ ＱＭを算出する際の柱の軸方向力 
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２）片持スラブ 

 片持スラブのはね出しは原則として２ｍ以下とする。また、断面算定用応力は２．５．５（建築物の各種

付属部分の設計震度）の規定に基づいて算定する。 

 

（解 説） 

 公共建築物以外の建築物の片持スラブについては、断面算定に用いる設計応力として、算定応力を 1.5 倍

した値を採用すれば２．５．５の規定に基づく計算は省略してもよい。 

 なお、片持スラブの配筋は複筋としなければならない。 

 ３辺固定１辺自由スラブで自由辺の長さがそれに直交する支持辺の長さの２倍を超えるものは、図４．４

－１３に示すスラブの中央部分について片持ちスラブに準じて取り扱う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４．４－１３ ３辺固定１辺自由スラブの取扱い 

 

 

３）床スラブのせん断伝達 

 １次設計地震力によって生じるスラブの面内せん断力が許容せん断力以下であることを確認する。 

 

（解 説） 

 耐震壁に連続するスラブ等では大きな面内せん断力が生じる場合がある。剛床を仮定する構造物ではこの

ようなスラブのせん断力が許容せん断力以下であることを確認する。スラブの許容せん断力には耐震壁の許

容水平せん断力を用いてよい。 

 プレキャストスラブ等でせん断力伝達を期待しない構造では、個々の構面がそれぞれの負担重量に対して

安全であることを確認する（ゾーニングによる検討）。 

 また、変形差により落下の危険性のあるスラブについては十分な検討が必要である。 
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ート造建築物の靭性保証型設計指針・同解説」「鉄筋コンクリート造建築物の終局強度型耐震設計指針・同

解説」の方法等に依ることができる。このような場合には、検証は様々な不確定要因が存在することを勘

案し、想定する部材の限界変形角に対して 1.5 倍以上程度の変形能力を確保するような配慮が必要であろ

う。 

構造耐力上主要な部材の変形能力の検証は以下の観点に基づき行う。 

曲げ降伏しない部材の破壊防止 

曲げ降伏する部材の曲げ降伏後のせん断破壊の防止 

（1） 柱及びはりの変形に応じたせん断信頼強度の確保 

（2） 耐震壁の変形に応じたせん断信頼強度の確保 

  曲げ降伏する部材の曲げ降伏後の付着割裂破壊の防止 

（3） 柱及びはりの主筋の変形に応じた付着信頼強度の確保 

（4） 付着破壊の影響を考慮した変形に応じたせん断信頼強度の確保 

  曲げ降伏する部材の曲げ降伏後の圧縮破壊の防止 

（5） 柱の軸力制御と必要変形の検証 

（6） 耐震壁側柱の軸力制御と必要変形の検証 

具体的な手順は、以下の文献が参考となる。 

〈文献〉 

技術基準解説書 

 国土交通省住宅局建築指導課他：2001 年版限界耐力の計算法の計算例とその解説 

 国土交通省建築研究所：改正建築基準法の構造関係規定の技術的背景 

 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説 

 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の終局強度型耐震設計指針・同解説 

 日本建築センター：ビルディングレター 2001・9 

「2001 年版 建築物の構造関係技術解説書」及び「限界耐力計算法の計算例とその解説」 

講習会における質問と回答 

 建築技術 2001 年４月号 「特集 限界耐力計算法の理解と活用」 

 建築技術 2001 年 12 月号 「特集 これならわかる限界耐力計算」 

 

 







5 - 3 

 









6 - 4 

表６．１－２ 布基礎の底盤幅 

底盤の幅（単位 cm） 

木造又は鉄骨造その他これに

類する重量の小さな建築物 
 

その他の建築物 
地盤の長期許容応力度 

平屋建て ２階建て  
30kN/㎡以上 50kN/㎡未満 30 45 60 

50kN/㎡以上 70kN/㎡未満 24 36 45 

70kN/㎡以上 18 24 30 

 

 

 

 

図６．１－３ 布基礎の推奨断面例 

 

７ べた基礎の構造方法は、平成12年告示第1347号に定める一体の鉄筋コンクリート造とする。基礎の根入

れ深さは地盤面下12cm以上とし、設計地耐力の地盤まで掘り下げるとともに、十分つき固め、凍結深度以

深とする。土台の下には、連続した立ち上がり部分を設ける。 
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図６．１－４ べた基礎の推奨断面例 

 

８ 基礎ぐいの構造は、平成 12年告示第 1347 号に定める構造とする。 

 基礎杭の本数及び配置は建物総重量だけではなく、各部の重量を適切に考慮して決定する。 

 鋼管を杭としてでなく、地業として用いる場合は最小肉厚の規定は適用除外とするが、１mm程度の錆代

を考慮した構造計算による検討を要する。 

 

表６．１－３ 杭の構造 

構造耐力上安全に上部を支えるよう配置する。 

土台の下にあっては、一体の鉄筋コンクリート造の基礎ばりを設ける。 

各基礎ぐいの構造は、下記によるが、同等以上の支持力を有するもの。 

鋼管ぐい 肉厚６mm以上、かつ、くいの直径 1/100 以上 

場所打ちコンクリートぐいの主筋 ６本以上（異形鉄筋） 

帯筋と緊結 

断面積の合計は、くい断面積に対する割合を0.4％以上 

高強度プレストレストコンクリートぐい JIS A 5337-1995 に適合するもの 

遠心力鉄筋コンクリートぐい JIS A 5310-1995 に適合するもの 

 

９ 基礎には、床下の通気を良くするための手段を講じる。特に、玄関・台所・風呂場等の周りは、土台が

腐りやすいので、よく注意して設ける必要がある。縦 15cm・横 30cm 程度の大きさの換気口を設ける場合は、

少なくとも４ｍ以下ごとに１か所設け、図６．１－５のような補強を施す。 
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リートヘの埋込み長さ250mm以上とする。 

・アンカーボルトの設置位置は、以下による。 

イ．筋かいを設けた耐力壁の部分は、筋かいの両端の柱の下部にそれぞれ近接した位置 

ロ．構造用合板等を張った耐力壁の部分は、その両端の柱の下部にそれぞれ近接した位置 

ハ．土台切れの箇所、土台継手及び土台仕口の箇所の上木端部 

二．上記イ、ロ及びハ以外の部分においては、間隔2.0ｍ以内の位置 

・アンカーボルトに使用する座金の品質は、Ｚマーク表示品又はこれと同等以上(大きさ40mm×40mm、

厚さ4.5㎜)とする。 

 また、３階建の建築物で構造計算を行う場合のアンカーボルトの配置については、日本住宅・木材技術

センター「木造軸組工法住宅の許容応力度設計」を参考にされたい。 

 なお、建築物の幅が高さに比べて小さい場合には、地震時及び暴風時の水平力により、建築物全体の転

倒による引抜きが生じないことを確認する。万一、引き抜きが生ずるおそれがある場合には、存在応力を

有効に伝達し得るようアンカーボルト、土台及び柱の緊結金物等の検討を行う必要がある。 

 
図６．１－６ アンカーボルトの位置 

 
 アンカーボルトを正確に埋設する方法として図６．１－７の方法がある。 

 
図６．１－７ アンカーボルトの設置方法 
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２ 床組は、垂直荷重に対して十分な強度と剛性を確保できる構造とすべきであるが、一方、水平荷重に対

しても、各骨組や耐力壁を強固に連結して剛性を確保できる構造とする。 

  ただし、１階床は現代的な工法では布基礎の立ち上がりやべた基礎立ち上がり部分によって囲まれてお

り、実質上、床構面の剛性は、これらにより決定されると言えよう。いわば、基礎立ち上がり内部の鉛直

荷重を直下に伝達することができれば、それで十分である。そこで、床下地を合板とすることで面の剛性

も十分に確保されていることから、土台火打ちばりは、不要である。 

  一方、２階・３階床は、水平構面が重要である。１階と同様の床を支えるという役割に加え、床構面の

一体性を確保する役割を担っている。構造用合板などの合板類を用いることで、相当の剛性を確保できる。

しかし、それをいっそう確実にするために火打ち材を設けることが望ましい。火打材は、圧縮にも引張り

にも効くことが望ましいので、なるべく柱同寸のものを使い、その端部は、かたぎ大入れボルト締めとす

る。 

 また、火打材の取付く付近で胴差し等の横架材に継手を設けてはならない｡ 

 

 
図６．１－９ 火打ち材の取り付けと火打ち周りの胴差の継手位置 
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（解 説） 
１ 木材の繊維傾斜は、材の曲げなどの性能を著しく低下させることが分かっている。材料は、できるだけ

繊維傾斜のない材を選択する。 

２ はりは、曲げ材であるから下面の切り欠きは、その性能を著しく損なうこととなる。特に、中央下面の

切り欠きは、引裂きをおこしやすく、極力避けなければならない。やむを得ず切り欠きを設けるときは、

中央部は避け、はり丈の３分の１以下とする。図６．１－１３にその補強の方法を示すが、補強を行って

も全断面積の強さまでの上昇を望めない。 

図６．１－１３ はりの切り欠きの補強方法 

３ はりの端部は、はりにかかる荷重を全部支えているために、最も大きなせん断力が生ずるが、単なるほ

ぞさしは、はりの有効断面を減ずるばかりでなく柱にも大きな断面欠損を生じるので、このような部分は

図６．１－１４のように、かたぎ大入れ短ほぞ差しとし、金物ではずれるのを防止する。 

 

図６．１－１４ 胴差の仕口例 

 
 

５ 建築物外周の開口部長さが大きいと、たれ壁やガラス戸は大きく面外に曲げ変形する。また、一般に１

階と２階の開口部が完全に揃っていることは稀で、図６．１－１５のように、１階の開口部の上に壁が乗

っていることも多い。この場合、地震時には、２階の壁からはりや胴差に大きな曲げモーメントが加わる

ので、はりや胴差は断面を大きくし、柱との仕口を剛強にしておく必要がある。また、こうした開口部の

上に乗っている２階耐力壁の強度は割り引いて評価すべきである。 
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表６．１－６ 地盤種別による壁率の倍率 
地盤種別 倍率 

第１種地盤 

地盤が当該建築物の周囲相当の範囲にわたって、岩盤、硬質礫層そ

の他主として第三紀以前の地層によって構成されているもの又は

地盤周期が 0.1 秒程度であるもの 

1.0 

第２種地盤 
第１種地盤若しくは第３種地盤以外のもの又は地盤周期が 0.6 秒

程度であるもの 
1.0 

第３種地盤 

腐植土、泥土その他これらに類するもので大部分が構成されている

沖積層（盛土がある場合においてはこれを含む。）で、その深さが

おおむね 30ｍ以上のもの、沼沢、泥海等を埋め立てた地盤の深さ

がおおむね３ｍでありかつ、埋め立てられてからおおむね 30 年経

過していないもの又は地盤周期が 1.0 秒程度であるもの 

1.5 

 
 

表６．１－７ 耐力壁のつり合いの確認方法による壁率の倍率 

耐力壁のつり合いの確認方法 倍率 

偏心率が 0.3 以下であることを確認した場合 1.0 

四分割法により、壁率比がいずれも 0.5 以上であることを確認した場合 1.0 

四分割法において、平成 12 年告示第 1352 号第３号ただし書きに基づき、側端部分

の壁量充足率がいずれも１を超えることにより、壁率比の確認を行わない場合（壁

率比 0.5 未満であるもの）。 

1.5 

 
表６．１－８ 地震力による壁率の倍率 

地震力 倍率 

静岡県地震地域係数 Zsによる倍率 1.2 

 
 
 
 

表６．１－９ 真の耐震性能のばらつきによる壁率の倍率 

真の耐震性能のばらつき 倍率 
真の耐震性能のばらつきによる倍率 1.1 
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表６．１－１０ 地震に対する耐力壁と準耐力壁等の和の所要壁率 
階の床面積に乗ずる数値 

階数が２のとき 

建築物 

平屋建 

１階 ２階 

屋根を金属板・石板・石綿

板・木板等の軽い材料でふ

いたもの 

18 45Ｋ１ 18Ｋ２ 

上欄以外のかわらその他の

比較的重い材料で屋根をふ

いたもの 

木骨れんが造・土蔵造等の

壁重量の大きいもの 

25 58Ｋ１ 25Ｋ２ 

ただし、Ｋ１＝0.4＋0.6×Rf 

    Ｋ２＝1.3＋0.07／Rf 

（Rf = ２階床面積／１階床面積）が 0.1 未満の場合には、Ｋ２＝2.0 とする 

 
（解 説） 

１ 耐力壁は、全体につり合いよく入れ、２階建の場合は、柱同様上下階の耐力壁は同一位置となるよう配

置する。耐力壁の壁量が足りていても配置に偏りがあると建築物にねじれが生じ、局部的に大きな応力を

発生させることとなる。従って、建築物の外周や隅角部などに耐力壁を均等に設ける必要がある。 

 
図６．１－１７ 望ましい耐力壁の配置 

 
２ 耐力壁線の間隔は８ｍ以内（筋かいを含まない壁のみを用いる場合は 12ｍ以内）とするが、小さいほど

よい。筋かいを含まない壁とは、昭和 56 年告示第 1100 号に従い、構造用合板、構造用パネル、パーティ

クルボード、せっこうボードなどの面材を釘打ちした壁などで、じん性の大きいものをいう。この場合の

12ｍ以内という規定は、品確法の性能表示における評価方法基準にならったものである。さらに、耐力壁

に囲まれた面積は最大 40㎡までとするのが望ましく、これも同様に小さいほどよい。 

３ 筋かいは、引張り及び圧縮に対し有効になるよう施工することも可能であるが、原則として、引張り又

は圧縮のいずれかに効くと考えるのが安全である。従って、設計にあたっては、建築物のはり間方向、桁

行方向のいずれに対しても片筋かいの傾きが／方向のものと、＼方向のものの数とが同じになるよう心掛

ける必要がある。 

また、筋かいと各部材（柱、はり、間柱など）の交点では、筋かいを切り欠いてはならない。 

なお、木造筋かいの場合には、厚さ 4.5cm で幅９cm以上とすることが望ましい． 
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図６．１－１８ 筋かいの配置 

 

４ ２階に耐力壁がある場合には、その直下の１階柱間にも耐力壁があるのが望ましい。そうでないと、図

６．1－１９のように１階柱脚が浮き上がったり、横架材（図のＡＢ材）を折ったりすることが起こる。 

  図６．1－１９のような軸組線（軸組通り）があるとき、２階に存在する筋かい群と同等以上の耐力をも

つ筋かいが１階に必要である。在来木造構法の２階水平構面は、鉄筋コンクリート造床などと比べ面内剛

性が小さいから、この軸組線の２階が負担したせん断力は、そのまま１階に伝わると考えたほうが安全で

ある。 

 
図６．１－１９ 上下階の耐力壁配置と注意事項 

  建物の一部に２階を有する建物の２階直下には、原則としてこの部分に必要とされる耐力壁を配置する。

やむをえず平屋部分に耐力壁が集中する場合は、２階建て部分と平屋部分の間で水平力を確実に伝えられ

る床構面を配置する。 

組                       組 

水平力 
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（解 説） 

法第６条第１項第２号に規定される木造建築物は、法第 20 条第２項の規定により、令第 81 条以下に定め

る構造計算によってその安全を確認しなければならない。当該建築物のうち軒高９ｍ以下及び高さ 13m 以下

のものに適用されるのは、令第 82 条各号である。この場合であっても、令第 46 条第４項の規定による壁量

の検討が必要であることに留意する。 

ただし、令第 46条第２項第１号イ～ハに規定する材料、構法、構造計算による場合、壁量の検討は不要に

なるが、これに適合するものは、昭和 62 年告示第 1898 号に定められた木材を用いた建築物に限られる。壁

量の検討を省略する場合の集成材等建築物に係る構造計算の規定は、令第 46条第２項第一号ハに基づく昭和

62年告示第 1899 号に定められており、次の３つの規定を満たす必要がある。 

１ 令第 82条に定めるところによること(許容応力度計算)。 

２ 令第 88 条第１項に規定する標準せん断力係数を 0.3 以上とした地震力による場合を除き令第 82 条の

２の定めによること(層間変形角)。 

３ 張り間、けた行の両方向についての令第82条の６第二号ロ(偏心率)が 0.15 を超えないこと。 

 ただし、偏心率が 0.15 を超え 0.3 以下の場合、次のイ・ロのいずれかとする。 

イ 標準せん断力係数を 0.2×Fe(昭和 55年告示第 1792 号第 7表 2)以上として地震力を計算する。 

ロ 地震時の応力計算は床の回転を考慮して求めること。 

 また、偏心率が 0.3 を超える場合は、 

ハ 令第 82条の３(保有水平耐力)の規定に適合すること。 

 木造建築物について、構造計算を行う場合の考え方、手順等については、「木造軸組工法住宅の許容応力度

設計」（（財）日本住宅・木材技術センター）、「大断面木造建築物設計マニュアル」(日本建築センター)等が

参考になろう。 

 一般的に、木造建築物の耐力壁の許容耐力は、倍率 1.0 の壁で、長さ１ｍにつき 1.96kN と見なしてよい。

すなわち、倍率がαで長さが１ｍの耐力壁の許容耐力Paは、Pa=1.96α(kN)となる。 

 この場合、令第 82 条に沿った構造計算を行うと、耐力壁の所要壁量は、令第 46 条第４項の値よりも、概

して大きくなる。これは、令第 46 条の値が、令第 82 条の考え方に基づきながらも、木造建築物の実態を勘

案して決められたという経緯があるためである。令第 46条の地震に対する所要値（床面積に応じた数値）は、

想定している荷重を、現状の固定荷重よりもやや小さ目に見積もっている。また、風に対する所要値（見付

け面積に応じた値）は、旧基準で風圧力として与えられていた 60√h を適当に低減した数値を採用して求め

ている。 

 ただし、一般の建物では、内装下地のせっこうボードや外壁サイディングが大量に入っており、これが建

物全体の余力となっている。建物の水平耐力を、筋かいのみが負担しているわけではないことに留意する必

要がある。 

 令第 82 条に沿って構造計算する場合には、実際の建物に即して水平力を算出する。従って、所要壁量が、

令第 46 条の値よりも大きくなることがある。ただし、令第 82 条の適用に当たっては、耐力壁の強度や、壁

その他の水平抵抗要素の耐力を、構造計算等により合理的な説明が可能であれば、それに応じて強度を定め

ることができるので、令第 46条よりも大きくなるとは限らない。しかし、現状では、前述のように、集成材

等建築物を除くと、仕様規定としての令第 46 条壁量も満足しなければならないので、令第 46 条の値を下回

って設計することはできない。 

 耐力壁両端柱端部は、この転倒モーメントと鉛直荷重の合力(方向考慮)に対して、引き抜き、めりこみが

許容応力度以内に収まるように設計する。特に引き抜きに対しては、必要な耐力を持つホールダウン金物等

によって抵抗させる。 

 また、水平力の分担は、負担幅を考慮して各構面ごととすることが望ましいが、床(小屋はり面)の面内剛

性が十分に期待できる場合には、各層ごととしてもよい。 

 木造建築物はその他の構造に比べて軽量なため、地震時（Zs,I 考慮）や暴風時の設計用水平力によって建
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耐力壁等の繰返し加力試験法は、枠組壁工法建築物の材料、接合部、耐力壁の試験法評価法として 1998

年 12 月１日付け建築指導課国際基準調査官事務連絡として出されており、建築基準法施行令第 46 条の耐

力壁の倍率についての大臣認定において必要となる指定性能評価機関の業務方法書に取り入れられている。

降伏点の求め方は、欧州規格における接合部の試験法で提案された方法をベースにしている。また、終局

変位の求め方については、ISO/TC165 で検討されている接合部の繰返し試験法でも、ほぼ同様の方法が採

られている。 

 
図６．３－１ 接合部等の降伏耐力、降伏変位を求める方法 

 

図６．３－２ 接合部等の終局変位を求める方法 
 

③ 層の限界状態 

木造建築物のうち、在来軸組工法や枠組壁工法などの耐力壁構造においては、層の荷重変形関係は、接

合部や水平構面における先行破壊が防止されれば、概ね耐力壁の荷重変形関係の重ね合わせにより得られ

ると考えられる。在来軸組工法の筋かいを入れた軸組、構造用合板耐力壁、枠組壁工法の構造用合板耐力

壁など、主要なものの復元力特性については、多くの実験例がある。また、壁式構造でも詳細なモデル化

を行う場合や、ラーメン構造などに対しては、部材と接合部とに分解してモデル化し、接合部の実験結果

に基づく荷重変形モデルを用い、木材、木質材料による部材を弾性（弾性－破壊）として、増分解析等に

より構面の復元力特性が算出できる。 

以上から、木造建築物の地震に対する限界状態についての原則としては、損傷限界は、部材、接合部、

耐力壁のいずれかが降伏点（木材等からなる部材においては短期許容応力度）に達した点、安全限界は、

耐力壁構造においては、耐力壁が終局変位に達した点、ラーメン構造等では、接合部が終局変位に達する

か又は部材が破壊に至る点と考えることができる。 

より詳細な３次元解析などにより層の荷重変形関係を求め、最大耐力の 80％まで荷重が低下した点を安

全限界とするという方法も考えられる。しかしながら、荷重増分法で解いた場合には、下り勾配までの解

0.1Pmax

0.4Pmax

0.9Pmax1

2
3

Py

Dy

P

D

K

①荷重変形曲線上の 0.1Pmax と 0.4Pmax を結ぶ（直線１） 
②荷重変形曲線上の 0.4Pmax と 0.9Pmax を結ぶ（直線２） 
③直線２に平行で荷重変形曲線に接する直線を引く（直線３） 
④直線１と直線３の交点の荷重 Py を試験許容応力とする 
⑤荷重曲線上の Py に対応する変位を降伏変位 Dy とする 
⑥原点と（Dy,Py）を結ぶ直線の傾きを試験剛性とする 

0.8Pmax
Pu

DDu

K

P

D0

原則として荷重が 0.8Pmax に低下した点の変位を 
終局変位 Du とする 
原点を通る傾きＫの直線、Ｘ軸、直線Ｘ＝Du、 
直線Ｙ＝Pu で囲まれる面積が、Ｘ≦Du における 
荷重変形曲線の包絡線の下側の面積と一致するような 
Pu を試験終局耐力とする 
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析が不可能であり、変位増分で解くか又は適当な方法でこれに相当する点を推定する必要がある。また、

水平構面での先行破壊が生じた場合や、柱の折損などで鉛直荷重支持能力を大幅に失う恐れがあるような

破壊を生じたら、安全限界に達したと見なすべきである。 

安全限界変位については、平成 19年の「平成12年告示第 1457 号」の改正により、階の高さに対する割

合が木造では 30分の 1を超えないこととされている。ただし特別な調査又は研究でこれを超えることも可

能である。その場合には、P･Δ効果による水平耐力の低減を考慮して層の安全限界耐力を設定すること、

各階の安全限界変形時の塑性率が 6 を超えるなど極端に大きくないこと、安全限界変形時に耐力要素はも

ちろん、耐力要素以外の部材・接合部の破断等に伴う耐力低下が生じないことを確認することが必要であ

る。また、塑性ヒンジを生じる部材に安全限界時の 1.5 倍の層間変位において限界変形角を超えないこと

を確認することとされている。木造の耐力壁がこの塑性ヒンジ部材に該当するならば（柱頭柱脚の先行破

壊を生じるような場合はこれに該当すると考えられる）、耐力壁の限界変形角の 3分の 2に収まるように建

物の安全限界変位を設定しなければならない。 

 

④ 減衰による加速度の低減率Fh 

 減衰による加速度の低減率 Fh は、平成 12 年告示第 1457 号第９第１項の式によるが、その h の計算は、

同第９第２項第１号のイの方法、又は同第９第２項第２号の方法によることができる。この場合、部材の

構造形式に応じた減衰を表す係数γ1は、変形が進むと接合部に空隙を生じる木質構造の特徴からγ1＝0.2

が妥当であると言われている。 
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１．原則として、敷地内において実施した地盤調査（ボーリングなど）の結果から敷地での地盤の成層状態

を確認する。 

２．周面摩擦力が卓越する場合 

杭先端から、杭長の１／３以上深い位置までの地層を確認する。但し、この間に砂質地盤でＮ値が30を

超える地層あるいは粘性土地盤でＮ値が20を越える地層が杭直径の３倍以上続く場合には、この深さま

でとしてよい。 

３．先端支持力が卓越する場合 

杭先端（根固めがある場合には、根固め底）から、少なくとも杭径（根固めがある場合には根固め直径）

の５倍以上と10ｍの短いほうよりも深い位置までの地層を確認する。 

４．上記以外の場合 

杭先端（根固めがある場合には、根固め底）から、杭径（根固めがある場合には根固め直径）の３倍以上

深い位置までの地層を確認する。 

以上 図７．１－１参照。 

但し、各地域において、十分に信頼性のある地盤図、地質図、近隣データを組み合わせるなどして、当該

敷地の成層状態を明らかにすることが可能である場合には、これらのデータによってもよいが、設計に必要

なＮ値などの地盤定数を得るための地盤調査は、一カ所以上で行うことが必要である。 

地盤に関する情報は、基礎形式が定まらない時点において、必要な深さを決定することは困難な場合もあ

るが、設計に伴う事前調査である程度の精度で情報を整理していることが大切であり、本設計や建築確認の

段階で、必要な地盤情報が得られていない状態が生じないように余裕のある調査深度などに留意する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    図 ７．１－１ 

 

地盤調査の方法としては、地形、建築物の形状に応じた20～50ｍ程度の適当な間隔で、試料採集と標準貫

入試験を兼ねた調査を行う。なお、土質試験としては、必要に応じて簡易粒度試験（「土の標準網ふるい74

μｍ通過質量試験方法による粒度試験」）、一軸圧縮試験、圧密試験等を行う。 

具体的な地盤調査計画及び実施にあたっては、以下の文献を参考にするとよい。 

〈文献〉 

「建築基礎構造設計指針」（日本建築学会、以下「学会基礎指針」という） 

「建築基礎設計のための地盤調査計画指針」（日本建築学会） 
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に、柱状改良地盤の場合には、有機質土などの存在に注意し、その部分の改良体が未固結にならないように、

地層の確認、セメント配合量、施工後の強度発現など品質管理に十分注意が必要である。また、短期荷重や

場合によっては、終局状態について上部構造の設計条件に合わせて検討することが必要な場合にも、この指

針の適用が可能である。 

擁壁の基礎地盤に支持力不足等が生じる場合には、本来は、宅地造成の段階で処理が行われていることが

望ましいが、実情は必ずしもそのような状況ではない。このような場合には、基本的に地盤改良による支持

力増強、沈下の抑制を考慮し、杭基礎の使用は、以下の理由により避けるべきである。 

１）宅造法による滑動抵抗として、杭基礎の横抵抗支持力を使用することの問題（定義されていない）。 

２）軟弱地盤での横方向地盤反力係数が十分でない場合には、杭の変形による影響が、宅地地盤上の住宅

に及ぶ可能性がある。 

３）地震時での地盤－擁壁－建築物間の相互作用が非常に複雑である。 

４）軟弱地盤上の造成地盤では、擁壁背後の盛土造成の形状などによっては、地盤変位により作用する土

圧として、主働土圧よりも大きな土圧が作用する場合があり、杭基礎の破壊につながりかねない。 

５）常時水平荷重が作用することによる杭基礎の水平変位や地盤のクリープの問題が明確になっていない。 

２ 改良後の地盤については、原則として、試料採取による改良地盤の設計基準強度の確認を行わなければ

ならない。この時の確認は、JNLA(工業標準化法試験事業者登録制度)の認証機関や公的な第 3 者機関によ

る試験によることを原則とする。また、設計基準強度の確認は、日本建築センター地盤改良指針に準拠し

て、改良の規模などを考慮して適切な数量を行い、合格判定値以上であることを確認すること。（建築セン

ター地盤改良指針 6.2 検査方法） 

例 深層地盤改良の場合 

ＸＮ≧ＸＬ 

ＸＮ ：採取箇所全体の平均値 

ＸL ：合格判定値で、ＸL= Fc + ka・σｄ 

Ka ：合格判定係数（ 表７．１－１ ） 

σｄ ：設計で想定した改良体設計基準強度の標準偏差 

ＸＮ＝ ΣＸi/N 

Ｘi ：抜き取り箇所ごとの一軸圧縮強さで、三個の供試体の一軸圧縮強さの平均値 

Ｎ ：抜き取り箇所数 

 

 

表７．１－１ 抜取ヶ所数と合格判定係数ｋa 

採取ヶ所数 N 1 2 3 4 ～ 6 7 ～ 8 9 ～ 

合格判定係数ｋa 1.9 1.7 1.6 1.5 1.4 1.3 
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qa＝60＋1.2Ｎsw
＿

  （短期） （７．２－８）式 

ただし、許容支持力を求めるためのＮsw
＿

は、基礎の底部から２ｍ以内の範囲の同試験の平均値であり、ま

た、その上限が 150 と定められているなど、この調査法は、あくまでも戸建住宅等のための小さな基礎を対

象とした簡易な基礎調査方法であるため、適用限界などに留意する必要がある。また、試験法自身も、ロッ

ド摩擦あるいはロッド自重の付加など、調査深度が深くなると試験条件が変化しやすいので一般的な調査深

度の限界値とされている１０ｍ程度以内で行うことが大切である。試験範囲内に、極端に軟弱な地層が存在

する場合などでは別に詳細な検討を要するケースもある。同告示には、上部構造に有害な変形や沈下による

影響がないよう、別途詳細な検討を要するケースとして以下のとおり規定されている。 

・地震時に液状化する恐れのある地盤 

・基礎の底部から下方２ｍ以内の距離にある地盤にスウェーデン式サウンディングの荷重が１kN以下で

自沈する層が存在する場合 

・基礎の底部から下方２ｍを超え５ｍ以内の距離にある地盤にスウェーデン式サウンディングの荷重が

500Ｎ以下で自沈する層が存在する場合 

この試験法では、地盤が軟弱な場合に、回転を伴わない荷重のみによる自沈現象が生じることがある。自

沈を起こす最も小さい限界の荷重が 1kN であれば、この時のＮsw を０として、告示式を適用することは可

能である。しかし、この試験では、この時の荷重を最も小さな荷重(250N)に戻して、順次、自沈を起こす荷

重を増加させていき、限界の荷重を試験法に従って調査しなければならないが、告示式には、１kN 未満で

の自沈現象の扱い方が示されていないので、注意が必要である。ここでは、４号建築物については、１ｋＮ

未満での自沈現象が生じたときには、測定する各層で許容応力度の値を求めるが、この区間の平均値を求め

るときに自沈層の値を０として（カウントせずに）、区間の平均値を求めるものとする。 

 

表７．２－１ スウェーデン式サウンディング結果から長期許容応力度を求める計算例 

基礎底からの 

貫入深さ 

0～

25cm 
～50cm ～75cm ～100cm ～125cm ～150cm ～175cm ～200cm 

荷重 Wsw 

半回転数 Nsw 

(長期許容応力度qa) 

1kN 

4 

(32.4) 

1kN 

12 

(37.2) 

1kN 

0 

(30) 

0.5kN 

0 

(0) 

0.5kN 

0 

(0) 

1kN 

4 

(32.4) 

1kN 

8 

(34.8) 

1kN 

12 

(37.2) 

備  考   自沈層 自沈層 自沈層    

 ・平均 Nsw から求めた場合 

平均 Nsw＝(4+12+0+0+0+4+8+12)/ 8 ＝ 5.0 → qa＝33.0 過大評価 

  ・各層の平均 qaから求めた場合（この方法による） 

平均 qa＝(32.4+37.2+30+0+0+32.4+34.8+37.2)/8 ＝ 25.5 

 

 

なお、以下の事項についても留意して地盤の許容応力度を計算する。 

 1) 次のＡ～Ｃの場合には、許容応力度計算式の押え効果の項（Ｄｆを含む項）は、状況に応じて無視する

か低減する。 

Ａ．隣地境界に接近している場合 

Ｂ．隣接して建設の可能性があり、その基礎の詳細が不明確な場合 

Ｃ．基礎底面より上方の地盤が液状化する恐れのある場合 

 2) 基礎底面からその幅の２倍程度の深さまでの地盤が一様でない場合には、一様な地盤の場合とは支持

力が異なってくるので、その影響を考慮する必要がある。 
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する。 

(5) 外周の柱直下及び耐震壁の側柱直下の杭は、地震時の軸力変動が大きく、また、隅角部の柱の下杭は、

１方向のみならず２方向の曲げせん断や軸方変動を受けやすいので、このような杭では、特に十分な配慮

をして設計する。 

 

５ 杭の２次設計 

(1) 杭の２次設計が必要な建物 

高さ 31ｍを超える建物では、杭の破壊が先行するのは危険なので保有水平耐力の検討を行う。高さ

31ｍ以下の建物でも、杭の破壊により転倒の危険性がある建物、例えば塔状比が４を超える建物（塔状

建物）や軟弱な地盤に建設する建物等では、杭の保有水平耐力の検討を行うことが望ましい。 

(2) 保有水平耐力算定法 

杭の２次設計では、杭頭の固定条件（一般には回転拘束および回転自由の両方）を考慮して、杭頭に

水平力・曲げモーメント・軸力を載荷することにより保有水平耐力又は応力を算定し、保有水平耐力が

必要保有水平耐力を上回ること、あるいは、杭の強度が必要保有水平耐力時に算定される応力を上回る

ことを確認する。ただし、２次設計で想定する大地震時には、とくに地盤が液状化する場合など，上部

構造によって杭頭に作用する外力の影響よりも、地盤変形による影響が卓越する場合があるため、両者

を適切に評価する必要がある． 

杭の 2 次設計における保有水平耐力または応力の算定法は、地盤－基礎－建物系の非線形動的解析

（FEM, Penzien モデルなど）によることが望ましいが、実用上は地盤が液状化する場合を含めて、応

答変位法 1), 2)によることを原則とする。即ち、杭・フーチング・地中梁などの部材および各種（水平・

鉛直・回転など）地盤ばねによって構成された骨組みモデルに対し、上部構造からの外力（杭頭の水平

力・曲げモーメント・軸力）と杭頭の回転拘束度および杭先端の状態（ピン，フリー）を境界条件とし

て、地盤ばね先端に地盤変形（強制変位）を作用させ、弾性支承梁の曲げ理論に基づいて、各部材およ

び地盤ばねの非線形性を適切に考慮した静的解析（等価線形化法に基づく収斂計算）を行う。この際、

少なくとも震動中に①杭頭の水平力（あるいは上部構造の慣性力）が最大となる時刻および②地盤変形

（地表の変位）が最大となる時刻の 2つの場合を想定した検討を行い、危険側の評価となる場合を採用

する。 

部材の非線形性（とくに杭体の曲げモーメント－曲率関係）は、載荷試験結果に基づいて設定するこ

とが望ましいが、当面は適切な断面力解析（例えば文献 3など）によって求めてよい。また、地盤バネ

（とくに水平地盤反力係数）の非線形性は、原地盤での杭の水平載荷試験を行って求めることが望まし

いが、実用上は道路橋示方書の方法 4)によって求めることを原則とする。ただし、地盤が液状化する場

合には、建築基礎構造設計指針 5)など他の適切な方法によって求めてよい。解析モデルに与える外力（杭

頭の水平力・曲げモーメント・軸力）および地盤の強制変位は、適切な地震応答解析（等価線形解析あ

るいは時刻歴非線形解析、液状化地盤では有効応力解析(例えば、文献 6～9）によって求めることが望

ましいが、鉄道構造物等設計標準 2)など適切な簡便法によって設定してもよい。 

(3) 必要保有水平耐力 

基礎構造の必要保有水平耐力は、上部構造の必要保有水平耐力以上の値とする。なおこの時、基礎杭

の靭性による必要保有水平耐力の低減は行わないものとする。 

また、上部構造の必要保有水平耐力時に、杭に作用する圧縮力、引張力及び水平力が、杭体の終局耐

力を上回らないこと及び地盤の極限支持力、地盤の引抜き方向の極限支持力及び地盤の水平方向支持力

を超えない事を確認する事。但し、地震時に杭が正負交番荷重を負担する場合、地盤の引抜き方向の極

限支持力は、杭の引抜き変形量に留意し、適切な値を設定する事（引抜きについては、短期引抜き抵抗

力以内に抑える事が望ましい）。 

(4) 円形断面の杭の耐力は、等価正方形断面に置換して柱と同様に算定してもよい。 
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ことも大切である。 

最近では、高支持力杭を利用した一柱一基礎も見られるようになってきており、以前にも増して施工及び

施工管理に注意しなければならない。特に、拡大根固め部分を有するセメントミルク杭などの出来型管理、

施工品質の管理などに十分注意し、全杭に対する施工記録の確認などに留意する。 
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※ 規模等が対象外であっても、設計者の判断により、より詳細な検討を採用することができる。 

 
図８．１－１ 静岡県の高層建築物の耐震計画フロー 

 

スタート 

高さ≦60m 
令第 81 条第 1 項 超高層 

建築物の構造計算 ※4 
（国土交通大臣の認定） 

高さ 

地震時応答解析の追加検討 ※2 

それぞれのフローに戻る 指定性能評価機関による 
技術評定取得 ※3 

静岡県の高層建築物の耐震計画フロー 

NO 

YES 

31m ＜ 高さ ≦ 45m 

45m ＜ 高さ 

高層建築物構造設計 
チェックリストによ

る設計内容の確認※1 

NO 

YES 
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高層建築物構造設計チェックリスト 

 

チェック内容に対しての判断 適合: Ｏ､ 不適合:× 適用せず:－（判断に記入） 

※ チェックリストの欄に掲げる内容に適合しない場合は、別途その内容に対する設計について説明する。(判断欄に参照

ページを記入する。) 

 項  目 チェック 内 容 判 断 

1.1 平面形 ・高層部の平面形はほぼ長方形であること。  

・高層部の立面形は上下方向にほぼ同一の平面形が重なったものであるこ

と。（下図参照） 

 

 

1.2 立面形 

 

・高層部の塔状比 (高さ／短辺長さ) は４以下であること。（下図参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 構造方法 ・架構は、純ラーメン又は一般的な耐震要素（筋かい又は耐力壁）付きラ

ーメンであること。 

 

・Ｘ、Ｙ方向の構面はほぼ直交していること。 

（角度は 90°±5゜以内） 

 1.4 柱割り 

・３層以上の軸力を受ける柱を支える柱が下階において抜けていないこ

と。 

 

1.5 吹抜け ・高層部の平面の 1／8以上を占め、かつ、３層以上を貫く吹抜け（階段

室及びエレベーターシャフトは除く。）がないこと。 

 

１ 

構
造
計
画 

1.6 筋かい又は耐力 

壁の配置 

・筋かい又は耐力壁は１階から垂直方向に連続して配置されていること。  

2.1 地盤の液状化の

検討 

・加速度が 200cm／sec2の地動に対する地盤の液状化の有無に関する検討

が（社）日本建築学会による「建築基礎構造設計指針」に基づき行われ

ていること。 

 
２ 

地
盤
・
基
礎 

2.2 地盤の液状化 

 （基礎底以浅） 

・加速度が 200cm／sec2の地動に対して液状化が生ずるおそれがある場合

においては、建築物の根入れ部分の土圧抵抗を含めずに建築物の水平抵

抗力が評価されていること。 

 

D≧4m 又は D≧H／10 

H／B≦4 かつ H'／B'≦4 
H'／H≧4／5 

B 

D 

H 

H' 
H 

D 

B' 

B 

 

低層部の拡

がった部分 
  低層部の拡 

がった部分 

地表 
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項  目 チェック 内容 判 断 

2.3 地盤の液状化 

 （基礎底面以深） 

・加速度が 200cm／sec2の地動に対して液状化するおそれがないこと。  ２ 

地
盤
・
基
礎 

2.4 地下水位が浅い 

場合 

・基礎の浮上り及び建築物の転倒の有無に関する検討において地下水によ

る浮力が考慮されていること。 

 

・はりの剛性は、はりと床版との合成効果を考慮して算定されていること。  3.1 骨組のモデル化 

・開口部を有する耐力壁について開口部の影響を適切に評価して剛性及び

耐力が算定されていること。 

 

3.2 応力解析 ・マトリックス変位法による、立体骨組解析又は平面骨組解析のいずれか

により行われていること。 

 

3.3 杭 ・引抜きが生ずるおそれがないこと又は一部に引抜きが生じていても隣接

する杭により引抜きが抑止されていること。 

 

３ 

一
次
設
計
に
つ
い
て 

3.4 べた基礎 ・浮上りが生ずるおそれがないこと又は一部に浮上りが生じていても隣接

する柱により浮上りが抑止されていること。 

 

4.1 層間変形角 ・１次設計用地震力による層間変形角は、1／200 以下であること。  

4.2  EXP.Jで接する 

建築物の間隔 

・エキスパンションジョイントで接する建築物の問隔は、一次設計用地震

力によるそれぞれの建築物の変形の和の２倍以上の距離が確保されて

いること。 

 

4.3 保有水平耐力 ・各階の保有水平耐力は、標準せん断力係数を 1.0 とした場合の各階の必

要保有水平耐力の 1.5/Zs 倍以上であること。 

 

4.4 偏心率 ・偏心率は 0.15 以下であること。  

4.5 剛性率 ・剛性率は 0.6 以上であること。  

・塑性変形を生ずる部材の種別は、FA又は FBであること。  

・筋かいの分担する保有水平耐力の階全体の保有水平耐力に対する比は、

0.5 以下であること。 

 

4.6 Ds 値関連事項 

・耐力壁の分担する保有水平耐力の階全体の保有水平耐力に対する比は、

0.7 以下であること。 

 

・増分解析法により算出されていること。  

・適切な復元力特性が採用されていること。（鉄筋コンクリート造の耐力

壁のひび割れによる剛性低下等を考慮する。） 

 

・必要保有水平耐力時の層間変形角は、1／75 以下であること。  

4.7 保有水平耐力 

の算出 

・増分解析に用いる荷重分布は、一次設計用地震力の分布に基づくもので

あること。 

 

4.8 崩壊形 ・中間階の接点において柱の曲げ耐力(Mpc)と梁の曲げ耐力(Mpb)に関する

比率を以下の通りに設定し、建築物の崩壊形を全体崩壊形としているこ

と。 

ΣMpc／ΣMpb≧1.4 

（この場合において、梁の曲げ耐力には床版との合成効果が考慮されて

いること。） 

 

４ 

二
次
設
計
に
つ
い
て 

4.9 建築物の転倒に 

関する検討 

・建築物の抵抗転倒モーメントが地震力による転倒モーメントを上回って

いること。 
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項  目 チェック 内容 判 断 

5.1 隅柱の応力割増 ・一次設計用地震力による軸力が下記のとおりに割り増しされて部材設計

がなされていること。 

N'X=NX +0.4NY，NY'=NY+0.4N X 

ここに、 

N'X ：Ｘ方向に地震力が作用する場合の部材設計用軸力 

NY' ：Ｙ方向に地震力が作用する場合の部材設計用軸カ 

NX ：Ｘ方向の１次設計用地震力による軸力 

NY ：Ｙ方向の１次設計用地震力による軸力 

 

５ 

柱 

5.2 軸力比 ・保有水平耐力時に、鉄骨造の柱では、 

(N／Ny)×(F／π2E)λc2≦0.25 、 

鉄筋コンクリート造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の柱では、 

N／No≦0.4 

であること。 

ここに、 

N ：軸力 

Ny ：降伏軸力 

F ：材料強度 

π ：円周率 

E ：ヤング係数 

λc ：細長比 

No ：鉄筋コンクリート、鉄骨鉄筋コンクリート断面としての軸方向

耐力 

 

6.1 スパンの長い 

はり 

・中間部分に曲げヒンジが発生していないこと。  

6.2 鉄骨造のはりの 

継ぎ手 

・降伏する部分に継手がある場合は当該継手を保有耐力接合としているこ

と。 

 

6.3 鉄骨造のはりの 

幅厚比 

・降伏するはりに用いる部材の部材種別は FA又は FBであること。ただし、

ウェブの幅厚比がFA又はFBの条件を満足していない場合については当

該ウェブに適切な補剛がなされていればよい。 

 

６ 

は
り 

6.4 横補剛 ・保有耐力横補剛であること。  

7.1 筋かいの形状 ・筋かいの形状は原則としてＸ型、Ｋ型又は偏心Ｋ型であること。  

・適切な方法で筋かいの座屈長さが求められていること。  7.2 筋かいの座屈 

の防止 ・筋かい材は有効細長比が 40以下の部材であること又は保有耐力時に座

屈しないものであること。 

 

７ 

筋
か
い
等 7.3 耐力壁のせん断 

破壊の防止 

・鉄筋コンクリート造の耐力壁は、せん断破壊を生ずるおそれがないこと。  
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項  目 チェック 内容 判 断 

・柱とはり、筋かいと軸組等の接合部分は、保有耐力接合としていること。  8.1 接合方法 

・鉄骨造の柱とはりの接合は、内ダイアフラム形式又は外ダイアフラム形

式であること。 

 

8.2 高層部分の鉄骨 

造の柱の脚部 

・鉄骨造柱の脚部は応力伝達を確実になせる様、十分な定着長さを有して

いること。又は 2層以上の層数わたり鉄骨鉄筋コンクリート造の柱とす

ること。 

 

・筋かい材から伝わる引張り力に対して適切な処置がなされていること。  

８ 

接
合
部 

8.3 構面内の筋かい 

材の鉄筋コンク

リート造の部分

への定着 

・せん断力の伝達が検討されていること。又は１層以上の層数にわたって

鉄筋コンクリート造の耐力壁に筋かいが内蔵されていること。 

 

9.1 応力集中 ・平面が不整形な部分、吹抜け又は途中階で断続する耐力壁の周囲等にお

ける床版について、応力集中の影響が検討されていること 

 

９ 

床
版 

9.2 １階の床版 ・１階と地下階で耐震要素の配置にずれがある場合において、面内せん断

力を耐震要素に伝達できるよう十分な面内剛性及び面内耐力が確保さ

れていること。 

 

10.1 帳壁 ・カーテンウォール等の帳壁に十分な変形追従性が確保されていること。  10 

帳
壁
等 

10.2 外装材等 ・外装材、広告塔等建築物に付属するものが地震時に脱落することがない

よう構造耐力上主要な部分に緊結されていること。 
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図８．２－１ 建築物の高さ（H）と幅（L）の取り方の例 

 

 

<文献> 

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修  建築構造設計基準及び同解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 













8 - 14 

・H・K・γ・HK　PPP A
2

AqaA ｑ� �  

 

2
2

2

A

)cos()cos(
)sin()sin(1)cos(cos

)(cosK

°¿

°
¾
½

°̄
°
®
­

��
��

��

�
 

DTGT
DIGI

GTT

TI

･

･
･

 

 
ここに、 ＰA ：全主働土圧(kN/m) 

Ｐa ：主働土圧(kN/m) 

Ｐq ：積載荷重による土圧(kN/m) 

ＫA ：主働土圧係数 

γ ：裏込め土の単位体積重量(kN/ｍ3) 

Ｈ ：宅地擁壁高さ（ただし、仮想背面を考える場合はその高さ）(m) 

ｑ ：積載荷重(kN/㎡) 

φ ：土の内部摩擦角（度） 

θ ：宅地擁壁背面と鉛直面とのなす角（度） 

α ：地表面と水平面のなす角（度） 

δ ：壁面摩擦角（度） 

ただしφ－α＜0の場合には、sin（φ－α）＝0とする。 

 

 
 

重力式擁壁等は壁面に作用する主働土圧を計算するが、Ｌ型擁壁やＴ型擁壁等の場合には、背面土の一

部に壁体と一体となって移動する部分があり、この境界を擁壁の仮想背面として土圧を求めることが行わ

れている。常時の状態では、この仮想背面の考え方が複数提案されているが、地震時を考慮するとクーロ

ンの主働崩壊線に近い仮想背面を仮定するのが合理的なため、仮想背面の仮定は下図による。この時、仮

想壁面の摩擦角は、土の摩擦角とする。なお、背後の法面が複雑な場合には、試行楔法によっても良い。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８．６－２ 重力式擁壁のクーロン土圧 



8 - 15 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８．６－３ 構造体設計用の土圧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８．６－４ 安定計算用の仮想壁面の土圧 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８．６－５ 試行楔法 
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(3) 地震時土圧は、（常時主働土圧＋擁壁慣性力）と地震時主働土圧の大きい方とする。背面土が軟弱な

場合等、地震動によって土圧が著しく増大する恐れがあるときは、地震時土圧係数による検討を行う。

仮想背面を有する擁壁の場合には、この境界に囲まれた範囲の土塊を含む質量の慣性力を擁壁の慣性力

とする。また、積載荷重が存在する場合には、積載荷重ｑの地震時の慣性力としてｑ/γ（γ：土の単

位体積重量）分の換算高さを擁壁高さに加算して地震時土圧の算定を行っても良い。 

その他、設計に必要な条件は下記とする。 

(a) コンクリートと土の間の摩擦角は、土の摩擦角の 1/2 とする。 

(b) 地震時には、擁壁基礎前面の受働抵抗を考慮しても良いが、擁壁高さに応じた根入れを宅地造成

等規制法(以下、宅造法）に準じて確保すること。 

(c) 構造体の地震時短期許容応力度に対する検討用の設計震度 Kh は 0.2×Zs･I とする。 

(d) 安定計算時の土塊に作用する設計震度 Kh は 0.25×Zs･I とする。 

 但し、地震発生後近接する建物の機能や避難路の妨げにならないような用途の擁壁については、

構造体の検討・安定計算共に用途係数 Iを考慮しなくても良い。安定性に関する安全率は宅造法に

よること。すなわち、滑動、転倒については安全率をそれぞれ 1.5 とする。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８．６－６ 地震時慣性力 
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(4) 防護擁壁 

(a) 必要防護擁壁の高さは、「付2.2 災害危険区域内における建築制限解除の運用について」を参考

に決定する。 
 

 
図８．６－７ 防護擁壁 

 

・崩壊土量は、元の土量の2割増（ときほぐしによる体積増加を見込む）とする。 

・崩壊線は、法勾配にそった直線滑りとするが、粘性土地盤や盛土地盤では、法尻を通る円弧滑

りとしてもよい。 

・待ち受け擁壁の位置により、崩壊土量から必要な擁壁高さを求めて、擁壁の設計を行う。 

・崩壊後の土質定数は攪拌した原地土を用いた土質試験によるが、宅造法による別表を用いても

良い。この時、壁面摩擦角δは、δ＝０として、安定計算を行う。 

・この時の安定計算は、宅造法に準じて行い、衝撃荷重は考慮しなくてもよい。 

(b) 防護壁擁壁の構造は、滑落する土塊に抵抗できる重力式擁壁、あるいは杭基礎などを有する半重

力式擁壁やＬ型擁壁等とする。但し、適用する斜面の高さは10ｍを限度とする。Ｌ型擁壁などは、

裏込めの土塊が無い状態で滑落土砂を受けることになり、滑動や転倒が起こりやすいと考えられる

ので、十分な安定性を確保出来る基礎形式を採用することが必要である。 
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